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=新春対談■ 丨丨 __ _________— -新春対談/将来を見据えた労災保険•労働行政のあり方を提起しよう

井上浩氏 五島正規氏
元労働基準監督官•自治体労安研副会長 井上浩氏

衆議院議員.醐 五島正規氏
♦労災保険財政に関心をもつ必要♦
司会まずは90年の国会での論戦をふりかえっ 

てみますと、前年から労働基準法研究会の中 
間報告に基づく労災保険法改悪をめぐる攻防 
が続き、春の第118回特別国会に労災保険法 
の一部改正案が上程されたわけですが、幸い 
中間報告のほとんどの内容は盛り込まれませ 
んでした。そして、改正法案の審議が始まる 
前には、衆議院予算委員会の総括質問の中で 
村山富市先生によって、財団法人労災年金福 
祉協会の労働省〇B幹部によるトンネル会社 
を使った裏金作りの問題が追及されました。 
井上 あれでよくわかったことは、結局、労災 
保険料が労災患者や遺族の保護以外のことに 
たくさん使われているということです。いま 
業務上外の認定が一とくに過労死などの職業 
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病では一たいへんきびしい。療養の関係でも 
針灸の治療費を打ち切ったり、移送費を払わ 
なかったりと、そういうことはきびしくて、 
他の面ではいい加減に使っている。権限を握 
っている労働省中央の官僚が、何か蜜にたか 
る蟻のように、保険料にたかっているという 
のが、正直な感想なんです。

あの問題が出てから、労働省の外郭団体の 
幹部を集めて労働大臣が訓示したそうです。 
今回一番問題になっfe人が、大臣にたいへん 
申し訳ないことをしたと謝ったのだそうです 
が、大臣は、あああれは内部告発だから気に 
しなくてもよいと言ったんだそうです。全く 
反省している色はないということですね。
労災保険の財政にっいても、もっと労働者 

が関心をもって、その運用に当たるようにし 
なければいけませんね。



新春対談-
五島労災保険だけでなく雇用保険なども、厚 
生省の管轄の年金•保険と比べて、見通しが 
明るいというか舉字ですね。それをよいこと 
に労働省•労働官僚が自分たちの財産化して 
いる、:そこに今回のような問題が起こった。 
.だがらまだ何回でも繰り返されると思う。そ 
う'eう意味では、言われたょうに、労働組合 
や労働団体が、情報をきちんと公開させてい 
く、',ある,いは運用について介入.していくこと 
が絶対必要で•しょ.う。
參労働官僚が私物化している令

司会はじめて国会で、その労働省官僚を相手 
にしてみての感想はいかがでしょうか。手ご 
わかったとか、たいしたことはないとか… 
五島手ごわいとか現場のことを知らんとかい 

うことではなくて、感じたのは、権益を守る 
ことに必死になっていて、労働行政全般をど 
う展開するかということについての役人とし 
ての見識が見られない。そういう意味では二 
流官庁と言われても仕方がない。特に労災補 
償行政としては、非常に夢のない、21世紀に 
向けての展望が伝わってこないという印象を 
持ちましたね。
司会 労基研の中間報告の内容は、そういう見 
識があったかどうかは別としても、これまで 

:にない大がかりな制度の改編を提案していた 
わけですが〇
五島非常に矮小化された労働法学者の作文だ 

と思いますね。例えば、今日直面している労 
働者の心身の健康破壊の問題をどう予防して 
いくか•という視点は全くない。国会でも言っ 
たのですが、障害等級表そのものが現在の腰 
痛や類肩腕障害、振動病には適合しなくなっ 
ている。もう随分前から指摘されてきたこと 
にも頰被りしているわけですからね。展望と 
か将来構想として評価するわけにはいかない。

井上中間報告には、労働省の合理化案や日経 
連の要望がたくさん入っていますね。労働省 
が作文して、御用学者に整理して書かせたと 
'いうこと••なので•しょう1かね。 '
国会で労働基準局長が、中間報告の延長線 
上には再度蒸し返すこ•とはないと言っていま 
すがンまた出てくるのではないでしょう"か。 
日経連は、満足がいぐようになるまで出して 
くるでしょうから。民事損害賠償や厚生年金 
の老齢年金と労災年金の調整問題や審査医員 
の拡張の問題などは、日経連の従来からの強 
い要望ですからね。
令労働行政の長期展望が見えてこない命
五島 でしょうね。日経連なども、これから起 

こってくる労働市場の問題に対して総資本と 
しての立場からの政策をまとめるのではなく 
て、給付を減らすことによって負担を減らす 
という個別企業の利害にどっぷり:浸かってあ 
ぐらをかいているようで'は、必ず様々なかた 
ちで矛盾が露呈してくると思います。
労災保険を離れてもう少し話を続けさせて 

いただくと、国会で高齢化社会と女性労働の 
問題も取り上げたんです。御存知のような労 
働力不足の中で高齢化社会を迎え、6〇〜65歳 
の人々の就労問題をどうしていくのか。またぐ 
27、8〜40歳の女性の労働力率というのが極端 
に低2010年頃になっても、ようやく現在 
.めアメリカ並くらいにしか追い付かない。M 
字型と言われるその落ち込んだところの労働 
力率をどう上げていけるのかという質問をし 
ても、労働省は、まあ努力はしているんです 
けれどと、どういう努力をしているかは言わ 
ずに、なさけない解答です。当面する問題に 
自分たちはどうするという視点を持っていな 
いわけで、これでは労働行政を行っていると 
は言えませんよ。
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=新春対談
井上本来労働市場の問題などは、雇用対策基 
本法に基づいて労働省が5年に一度基本方針 
を立てることになっていますよね。これは閣 
議決定になるわけです。閣議で決めたのだか 
ら、厚生省や通産省にも守らせるという立場 
になるはずなのですが、労働省にはその努力 
が全くない。文部省が学校給食を民間委託に 
するといったら、それはダメ.だと.言わな•けれ 
ばならないと思うんです。どうも労働省は、 
自信がないからですね。
司会 そういう意味では、私たちの側も、労働 
省がいろいろと出してくる問題だけに、一喜 
一憂したり反発しているだけでは、日本の労 
働行政の未来は暗いと言うことですね。 
五島 先ほど言った障害等級表の見直しにっい 

ても、労働省にまかせたままではあと10年出 
さないでしよう。むしろ現場から様々な民間 
試案なりが出されてきて、政府を追い立てて 
いくということをしないと実現しないと思う 
んです。
全国安全センターあたりが、むろん我々も 
医者の立場から協力するけれども、手をつけ 
ていってほしいね。そうすれば、労働官僚が 
保険財政を私物化するようなことは許されな 
くなってくるとうんですよね。
令経過観察期間導入から抜本対策へ令

司会 少し話題を変えて、振動病やじん肺、過 
労死の問題など個別の問題にもふれていただ 
きたいと思います。振動病の打ち切り問題に 
とって、90年は一つの転換点になったと思う 
のですが。具体的な動きでは、_春の国会での 
五島先生や池端先生の追及で、90年は打ち切 
りが中断され、年末には経過観察機関を導入 
する新通達が出されfeわけですが。 
五島 振動病の経過観察期間を導入したことは 
評価しなければいけませんが、これは、国有
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林ではすでにやられていることです。国有林 
では、本人の症状が消えた、他覚的にも消え 
たという段階になって、2年間経過観察して、 
変わらないということになって初めて治ゆと 
利断をする。今の労災保険の仕組みは、経過 
観察を要するような疾病を想定していないわ 
けですよ。
井上そうですよね。
五島 振動病ではじめて経過観察というような 
.ものを入れざるを得なかったことは、.その証 
明ですが、やはり僕はこれは中間的な妥協の 
産物であって、次の段階としては、振動病に 
限らず、障害等級の見直しとか労災保険の仕 
組みを全般的にどう変えていくのかというこ 
とを問題にしなくてはいけないと思うんです。 
例えば振動病のように、将■来にわたって、 
振動工具は使用してはいけない、寒冷暴露は 
いけないとか、労働に一定の制限が加わるこ 
とが明らかな人に対しては、年金化した補償 
"を考えなければならない。
打ち切り問題の個別対応をこれからも続け 

ていくのか。我々としても、システムとして 
抜本改定を迫っていくのか。労住医連(労働 
者住民医療機関連絡会議、五島氏は副議長)



新春対談=
ペの会議でも、来(91)年度、そういう抜本見直 

し試案を作ってみんかという話が出ています。 
井上労災保険の場合は、まずスタートの請求 
書の様式からして問題があるんですよね。負 
傷を前提にしたものだから、振動病のょうな 
場合にぴっfeりこない。
五島主治医が診断名を付けたときをもって発 
症日として•、_そ•こから過去にさかのぼってあ 
'あだったこうだったと調査しているというの 
が実態。振動工具の使用や有害作業従事にっ 
いての把握が十分でないから、同じ疾病の再 
発:を食い止めるということにっいては、もの 
すごく時間がかかりますね。 '

♦医療現場の矛盾は放っておけない令
井上 いろいろな場合に問題になるのは、労働 
省は主治医を信頼していないですょね。認定 
の場合でも、治ゆの場合でも。
五島 医者の方でも、労基局に対しては、権力 

を感じるだけで全然信用していないでしょう。 
厚生省と労働省とどっちが悪いと言われて、 
簡単には答えられないけれど、医者の信頼度 
からいうと、労働省は全然ないでしょうねえ。 
井上健康保険だったら、これはもう相当長い 

から打ち切ったらどうですかなどとは言って 
こないでしょうね〇
五島 厚生省の場合、運用や支払にっいて、医 
師や自治体、労働側等も入って、チェックす 
る第三者機関のょうな仕組みを持っています。 
ところが労災保険の方は、民間の保険会社と 
同じでして、保険給付を行う者が勝手に査定 
もするというシステムでしょう。こういうシ 
ステムを信用せいと言っても無理ですよね。 
井上労災の調査をする場合は、必ず会社と本 
人とお医者さんのところに行けと言われて一 
なかなかきちんと行けませんでしたが一おり 
ましたが、お医者さんの所へ行って、先生、

,もう長いからこの辺でどうでしようと言うと、 
•だい•たいいやとは言いませんですものね。そ 
れじやしょうがないですね、•私の方から患者 
に言いましょうということで、打ち切ってし 
まう。別に科学的にどうこうということでは 
ないですね。
五島もう労災は打ち切って国保か健保で治療 

しなさいというような言い方なんですよね。 
だから、打ち切られた労働者が、それまでと 
同じように、同じ医者で治療を続けていると 
いうおかしな結果になる。患者も理解できな 
いし、医者も同じこと。労基局がそう言って 
いるから、うるさいからという以外何も根拠 
ないですね。
労災保険が治療と休業補償の二本立てなの 

はわかりますが、医療機関に対して二本立て 
でなければならない理由は何かあるのでしよ 
うか。治療については保険の種別に関係なく、 
例えば、国保や健保から支払ったら、その分 
労災保険から国保や健保に支払うというよう 
な仕組みで一本化できるはずだと思うのです 
が。最初の話に戻りますが、労働省が労災保 
険財政にっいて他省庁に手を突っ込まれたく 
ないということだけだと思いますよ。 
井上そういう意見は、基準局内にもずいぶん 

あるのですが、一本化した場合、定員が減る 
ということを心配しているんですよね。 
五島 結構なことじやないですか。.その減った 
人員を、今でも人が足りない監督行政にま 
わせばいい。

♦予防の観点から認定基準も見直す命
司会過労死の問題にっいても、「裏認定マニ 

ュアル」と言われるものの存在が明らかにな 
って引き続き注目されました。

五島過労死というかたちで死亡した人の問題 
だけがクローズアップされがちですが、•死亡
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-新春対談 --
に至：らないケースも数倍あるわけで、そのへ 
んもこれかち問題にしていかなければなりま 
せんね。それから何より、過労死に至るよう 
な状況の中で、その予防の問題。「過労」を 
防ぐための指導が何もできないということで 
は問題です。
公務員の労災認定事例を見ていると、健康 
診断で心臓が悪い、血圧が高いということが 
わかっているにもかかわらず、無理な仕事を 
させて死亡したという事例も認定されている。 
これは言わば、当局としてその人の状態をわ 
かっていたのに安全配慮義務違反であるとい 
うことで認定されたということです。今の認 
定基準は、基礎疾患を著しく悪化させる要因 
がないと認めないことになっていますが、企 
業としてその人の労働限界を考慮しなければ 
ならないと•いうことを問題にしていかないと 
いけない。
井上 過労死がなかなか認定されないのには、 
労働省の基本的なものの考え方に問題がある 
わけでして。.いろいろな原因が競合している 
中で、仕事の寄与率が最後の一滴ではだめな 
んだという考え方なんですね。相対的に有力 
な原因でなければだめなんだと。それをどう 
打ち破っていくかということになると、仕事 
が原因の1%だけの場合でも100%使用者の支 
払っている労災保険で補償するのがよいのか 
どうかということも出てくるでしよう。 
二番目には、腰痛や頸肩腕障害もそうです 

が、私生活でも起こり得る病気の場合には、 
仕事が原因で発症した場合でも、普通の仕事 
ではだめで過重な仕事でなければだめなんで 
すね。普通の仕事の場合には、負荷の程度が 
普通の生活と同じで、それで悪くなっても自 
然経過の範囲内だと言うんですね。過重かど 
うかの基準も個人にとってではなく、同種の 
労働者に比べて過重でなければだめというの 
ですから、これはきびしい。例えば、腰痛の

6…安全センター情報’91年2月号

場合、30kg以上の物を持って腰が痛くなった 
ら労災だという認定基準があるんだけれども、 
年寄りの場合でも女性の場合でも、画一的に 
30kgで判断しようというところに問題がある 
わけですよね。それから、疲労の蓄積だとか 
ストレスだとかは全然問題にしていないとい 
うこともあるわけですが、そういう労働省の 
考え方を一つ一つ砕いていくことがこれから 
の課題ではないでしょうか。
命どういう社会をめざすのか命

五島井上先生が言われた労働省の考え方は、
30年前の医学の話'なんですね。.今、社会全体： 
が一政府も含めてですよーノ •ーマライゼーシ 
ョンの時代だと。高齢者も65歳、70歳まで働 
いてほしfヽという時代だと。障害を持ってい 
る人も働いてほしいという時代だと。そうい 

,う時代に、loo%その労働によって健康が破 
壊される、_または死亡するという場合でない 
と使用者は責任を持たなくてよい、あるいは 
労災保険は支給しなくてよいのだということ 

'では、、ノーマライゼ--ショ.ンなんかでぎない 
んですよ。それぞれハンデイキャップを持っ



新春対談-
ている人たちが、それを認めながら、就労を 
通してマッチングしていく、そういう社会を 
めざそうということです。
医学も、全く病気のない元の状態に戻せる 

'かたちに進んで:いるのではなくて、特に様々 
;今日ある成人性疾患などでは、それをいかに 
■厂コント-ロールするかというかたちで進んでい 
;るわけです。、そういう医学の発展を利用しな 

がら、様々な健康上め問題を持っている人た 
_ちが、：社会全体の中ではノーマルな存在とし 
て生活でき•る、そういう社会を作ると.いう'こ 
とが,社会的コンセンサスとなっている。 
、当然、人間®生活の中で大きなウェイトを 

'•'持っている労働も、そういうものに変わって 
い•かなければならない。それを一番進めなけ 
ればならない労働省が、戦前の疾病が伝染病 
中心であったような考え方で対応しようとし 
ていることとのギヤップは大きい。
井上先生がいわれたような、最後の一滴を、 
就労の中に作らない努力。逆に就労すること 
によってかえって健康に過ごせるという事例 
がいくらでもあるんですね。そういう社会を 
めざすんだということが前面に出てこないと、 
労災問題も、労働行政の将来展望も出てこな 
いと思いますね。

♦運動化することが大事♦
五島それと近似旳な関係にある問題で、職場 

の中でノイローゼやうつ病が増えている。み 
んなメンタルヘルスの問題が非常に大きな問 
題ということはわかっているんだけれども、 
避けて通っているんじやないか。それが、労 
災被災者や障害者を労働能力を阻害する要因 
として排除する原因にもなっている。むしろ、 
そういう事例を、労働との関連を、真っ向か 
ら捉えて、運動化していくということが、突 
然死に関連する問題と並べて大事だと思う。

井上仕事が原因での自殺なんかもあるんです 
よね。某労働基準監督署の幹部クラスの監督 
官が、会社とやり合って、自殺をした例もあ 
るようで、外部;こは事実を隠して、心筋梗塞 
かで亡くなったということになっていますが。 
大阪や、九州でも、基準局の課長も含めて何 
人もあります。これらは> 100%仕事が原因で 
しよう。ところが、労災認定の考え方は先ほ 
ども言ったように相当因果関係説ですから、 
公務災害と:なっていません。
司会労働省の中でも、自殺を隠そうとするの 

ですか〇
井上もちろんあるでしよう。家族も恥ずかし 

いから隠そうとする場合もあるのではないで 
しようか〇

五島 職場のストレスが原因でなったノイロー 
ゼやうっ病は、外来治療で十分治る程度の場 
合が多い。そういう病気ですよね。ところが、 
病気が起こったことに対して、家族や周囲が 
恥ずかしいということで隠してしまったり、 
差別をすることは現実にあるんですよ。まさ 
に、仕事との関係の中で療養が権利として獲 
得されるという意識がないから、そうなるわ 
けで、運動化していかなければならないんじ 
やないかな。
井上労災認定もさせていかなければいけませ 

んね〇
五島 振動病の場合だって、最初は、高知は暖 

かい所だから振動病患者はいないと言ってい 
たんですよ。その次に、あれは特定の医者が 
でっちあげた病気と言われて(ぉたんだから。 
_とにかく運動化していくことですよ。•
例えばアスベストの問題でも、昭和40年代 

に«^られた鉄骨構造の建物は、消防法との関 
係もあるから、アスベストが吹き付けられて 
いるでしよう。そういう作業をしていた人た 
ちはかなり専門化しているんじやないですか.。 
ずいぶんアスベス•卜粉じんを吸っている•はず

安全センター情報’91年2月号…7
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で、そういうような職種ごとにぎちんと追跡 
してみる必要があるでじよう。
井上：私の経験ですが、アスベストを使用して 

い•るある大工場の周辺で肺がんの発生状況を 
.調査レたことがあります。ところが、保険所 
は全く非協力でした。逆に市役所は実に協力 
的で、埋葬許可書を見せてもらうことができ 
ました。その結果、30名の従業員を使用して 
いる大工場の下請工場の付近では、夫婦二人 
とも肺がんで死亡している例等が見っ^)ゝりま 
した。その下請工場は、アスベスト紡績が専 
業で、石糸帛肺で2名の死亡者が出ました。 
司会89年度の肺がん•中皮腫の労災認定件数 
が19件だそうで、それまでの10件前後から比 
べると新たな段階に入ってきたかなとも思い 
ます。いずれにしろ、言われたように、追跡 
の方法に工夫して実態を掘り起こす必要があ 
ると思っています。、
井上 消費量から見て、もっとたくさん発生し 
ていると思うんです。肺がんでも、仕事が原 
因だと思ってない人が多いのではないでしよ 
.うかね〇
五島じん肺と肺がんの関係でも、労働省は管 
理区分4のじん肺に合併した肺がんしか労災 
と認定していませんが、管理区分4にまでい 
たらないじん肺に合併した肺がんの認定をめ 
ぐる裁判が松山地裁で勝訴し、労働省が控訴 

.せずに確定しましたね。裁判で勝ったら運動 
でせめていくべきだと思いますよ。認定基準 
を変えろと。運動を起こすことが大事なんだ。 
井上障害補償の問題•もあるんです。じん肺の 
管理区分3以下の場合でも、心肺機能障害が 
あるんですよね。当然、胸腹部臓器に障害を 
残すもの、ということで12級な.り何級なりの 
障害補償がなされなければならないわけです 
が、労働省はだめだと言うんです。障害補償 
は、前提として治療行為がなされた後に、治 
癒した時点で支払うんだということです。じ

8 •••安金セン:夕+情報’91年2月号

ん肺の管理区分3以下では治療は認められて 
いないので、治療していない人はだめだと言 
うんです。合併症で治療行為があれば、最高 
7級(年金)まで支給することを認めているの 
にです。治療がなくても障害補償を行うのは、 
騒音性難聴だけです。現在の医学で治療の方 
法がないからと言うことでですね。この問題 
も取り上げてもらいたいですね。
♦予防に取り組める体制を命

司会 まとめと言いますか、91年の課題なり抱 
負_といったことを最後にお願い"します。 

井上 予防と安全衛生行政のことについて申し 
たいんですが。先に五島先生もおっしゃった 
職員の人数のことですが、90年の3月31日現在 
では、都道府県労働基準局に3219名.343の監 
督署には5078名.いるんです。監督署の職員が 
少なくて困っているというんですから、私は 
この際、都道府県の基準局は全廃したらいい 
と思うんですよ。置くとしたら、他の役所み 
feいにブロック単位くらいに置けばよい。こ 

_れは前に労働省も考えたことがあって、■基準 
局で計算してみたら、700名くらい監督署に振
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:り向けられるというんです。私は、もっと徹 
底してやれば200Q名;くらい振り向けられると 
思うんです。:.
1そして、いま労災檢険は、保険料をとるの 
は基準局で、支払は濫督署でやっているんで 

.すが,両友とも監督署でやればいい。全国打 
:の都道府県で、とる方の収納率が一番よいの 

ヘ^:北海道なんです。あのい北遣がよくて、 
悪いのは沖縄と埼玉。不思議に思ってなぜ北 
梅道がよいのか聞きましたら、北海道だけが 
徴収部門も監督署がやっているのだそうです。 
迅速に機動的に動けるんですね。
戦後の1948年、事業所が70万くらいあった 

ときの労働基準局全体の人員が10,619人おっ 
たんですが、いま350万事業所があって8500 
人くらいしかいません。したがって、先ほど 
のようにして第一線を増やすしかないと思う 
わけです。戦後70万事業所があった時分には、 
1年間にだいたい45万ヶ所に監督にまわって 
いたのがン今は逆に18万くらいしかまわって 
いない。大正5年(1916年)に初めて監督官制 
度ができた頌には、監督官の数は、1つのエ 
璿を年3回まわるということで決めたんです。 
それから見るとたいへんな後退ですから、抜 

.本的に変える•ことが必要ですね。

令法令の内容も運用も変えていく♦
井上 それからもう一つは、今の労働安全衛生 
法自体を変えていかなければいけない_だろう 
と思います。罰則がたいへん軽い。法に違反 
をして人が死んでも罰金が10万円か20万円く 
らいしかない。これを、増額するこ'と。それ 
から、刑法総則の適用があるので、故意犯し 
か処罰しない。過失犯は処罰しないですね。 
ほとんどの場合は過失犯ですよね、知らなか 
ったという場合が多いわけですから。ほとん 
ど捕まえられない。そこで、安全衛生法違反

の場合は、過失犯でも処罰するということを 
入れる必要があるのではないで'しようか。 

もう一っ、本来経営者が処罰を受けるはず 
のものが、労働者が処罰されることになって 
しまうおそれがある場合があります。例えば、 
山の中で木を切る場合、労働安全衛生規則第 
477条第1項により、使用者は、40cm以上の木 
を切る場合は、受け口を作らなければいけま 
せん。しかしそうは言っても、社長が一緒に 
行って命令はしないでしよう。すると、受け 
ロを作らなかった労働者が、第2項違反で30万 
円以下の罰金に該当することになります。 
自治労のゴミの収集車もそうですね。バタ 

ンとはさまれて死ぬんだけれども、あれも、 
市長とか町長がついてまわるわけではないで 
すよねン使用者は、ふたを開けてその下に労 
働者を入れてはいけないと労働安全衛生規則 
151条の9第1項に書いてあり、第2項には、労 
働者がふたを開けて入る場合は、っっかえ棒 
をして入らなければならないとなっていて、 
これは30万円以下の罰金ですよ。だからこの 
場合にも実際には、労働者だけが処罰を一罰 
則の適用を受けるおそれがあり、使用者側は 
処罰されないわけです。これなんかも相当考 
•えて、規則の内容を変えていかなければいけ 
ないと思うんです〇 _
法令の運用の関係でもたいへん問題があり、 

89年度は前年度に比べて、法違反で書類送検 
し。た数が10%減って•います。初めてですよ。 
ずっと今までは、年間1300件くらい送検して 
いたんです。それが、89年度は1171件です。 
なぜかわかりませんが、労働基準法違反が32 
%ぐらい減っていますから/これは、たぶん 
法改正で(主に労働時間規制が改正ざれ、フ 
レックスタイム制などの変形労働時間制が拡 
充された)つかまえにく くなったのでしよう。 
安全衛生法違反は3%しか減っていません。 
五島 外国人労働者に対してはどうなっている
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んでしょうか。例えば、危険有害作業が、外 
国人労働者に置き換えられてということはな 
いでしょうか。

井上あるんセしょうね。
それから、1937年一昭和12年。•日中戦争が 

始まづた年に、工場法違反でいくち処罰され 
たかと言いますと、1319件ですよ。これは処 
罰件数で、89年度の1171件は書類送検の件数 
ですから、单純に比較できません。•送検され 
た中で処罰を受けるのは、70% くらいですか 
ら、処罰件数はもっと減る。それと、問題は、 
安全衛生法違反というのは、ほとんど一90% 
以上が一労働者が死んだ場合に送検している 
んです一葬式送検と言いますけれども。イギ 
リスなどでは、葬式件数は50%だと言います 
から。本来は人が死ぬ前にやらなければいけ 
ないんですょ。そういう問題があると思いま 
す。•これは、運動で変えていかなければなら 
ないと思います。

令全国安全センターも政策能力を♦
五島まず人員問題にっいては、井上先生がお 

っしゃったとおりだと思いますね。しかし、 
さっきも言ったょうに、労災保険の支払一と 
くに医療費の支払は、―本化する方法を考え 
て、労働基準監督署の業務からははずした方 
•がよいと思うんです。

それから、作業形態が変わってきているん 
です。安全の面でも、衛生の面でも、監督署 
が安全なりをどのf呈度チェックできるかと 
いうと、専門家も少ないし器具なんかも少な 
い。これは大幅に増やしていかなければなら 
ないし、労災病院などを全国に38ですか、作 
っているよりも、そういう労働安全衛生のた 
めのサービスセンターみたいなものを作るベ 
きではないかと思いますね。..
•っいでにもう"一言いわしてもらえたら、今

ではほとんど必要のなくなっている産業医大 
ですね。あれも労災保険で作っているわけで 
すが、あれは早いところ廃校にするなり民間 
に移管するなりすればよい。労災保険料から 
莫大な金額を出して運営する必要は全くあり 
ません。たんに労働省と御用学者のポストを 
作っているだけですよ。
最後に全国安全センターへの注文を出して 

おきたいと思いますが、全国安全センターは、 
認定を中心とした運動体から、先ほどいった 
長期的な、総論的な政策問題にっいても考え 
ていくことのできるように脱皮するというこ 
と。もう一つは、医学面だけでなく、もっと 
全体的な日常的研究活動ができればよいと思 
います。
田尻さんが亡くなったことはまことに残念 

ですが、冬の後の体制もしっかりしてもらっ 
て、是非ともそういう活動も進めてもらいた 
•い。大いに期待して、います。
司会今日はたいへん貴重なお話をありがとう 

ございました。全国安全センターの活動も91 
年度からが本番ですので、今後ともよろしく 
お願いいたします。 鼸
(90年12月2Z日。文責は編集部にあります.。)
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振動病に「経過観察期間」を導入
医療.医学無視の打ち切り問題解決への第一歩

全国労働安全衛生センター連絡会議議長代行 谷沿嘉瑞
はじめに

労働災害に対する補償は、それがケガであれ 
病気であれ、業務上として認められたときに限 
り行われることは周知のとおりである。入口の 
方は曲がりなりにもはっきりしているのに対し 
て、労災補償の終了、っまり出口はと問われて 
も、関係法令等の明文もにわかに思い当たらず、 
漠然と『治ったときjだろうとしかいえないのが 
現状ではなかろうか。
法令ではなく、行政通達で示されているのが 

ただ一っだけあるが、古い通達で次のようなも 
の。昭和23年1月13日付け基発第3号「治ゆとは、 
症状が安定し、疾病が固定した状態にあるもの 
をいうのであって、治療の必要がなくなったも 
のである。即ち、①負傷にありては創面の治癒 
した場合、②疾病にありては急性症状が消退し 
慢性症状は持続しても医療効果を期待し得ない 
状態になった場合、等であって、これらの結果 
として残された欠損、機能障害、神経症状等は 
廃失として障害補償の対象となるものである」。
仮にこれを是としても、また一般的に考えて 

みても、「治った」かどうかの判断ほ治療を担 
当した主治医によってなされるべきであるがV 
医療•医学を無視した行政判断による症状固定 
•治ゆ認定をめぐり、労災被災者の多くが不満 
を特ち、困難してきた事実は否定できず、今も 
争いが絶えない。

とりわけ振動病患者が、「治ったjとする認定 
—いわゆる症状固定•治ゆ認定のために、困難 
を強いられてきた。多くの振動病患者を組織し

谷沿嘉瑞氏, 
た森林労連•全山労は、医療•医学の立場では 
労働者住民医療機関連絡会議に支えられ、加え 
て従来から社会党林特_(林業特別委員会)の政 
治的な立場での強力な取り組みにより、症状固 
定•治ゆ認定の不当性を追及し、適正な行政運 
営を迫ってきた〇

その結果、症状固定•治ゆ認定の前に、主治 
医によるf経過観察』を行うことが決定されたの 
である。今まで実行されなかったのが不思議と 
も思えるのであるが、当然のことが当然に行え 
ないほど行政の対応は、主治医の意見を無視し、 
被災者泣かせであったことを示している。
以下、これから行われるr経過観察jについて、 

その経緯を紹介し、主な内容と今後引き続き改 
善されるべき事柄について述べる。
g従来行われてきた症状固定•治ゆの認定\

振動病は、発症のメカニズムが定かでないと 
言われ、予防を目的とした法的使用規制は施さ 
れていない。しかし、労災認定基準及び治療指 
針は、行政通達のかたちで極めて厳格に示され
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ている。•た老この齒合も、症状固定•.治ゆの認 
定基準が明確にされているわけではない。
従来の症状固定•治ゆ(Z)認定は、昭和61年11 

月28日付け基発第6?9号(以下『6 2 9通達jいう) 
囉動障害に係る保険給付の適正化にっいてJに 
より行われてきた。；：れは、.昭和59年8月3日付 
け基発第412号『適正給付管理の実施にっいてj、 
昭和61年7月10日付け基発第412号「適正給付管 
理の実施に係る事務処理方法の一部変更にっい 
て」を改めて、6 2 9通達としたものである。 
「長期療養者の適正給付管理jという名で、療養 
の可否にっいての判断一症状固定•治ゆの認定 
を行ってきたのである。

\1/
要継続治療 症状固定(治ゆ)

•か叁検討し
一もちろん
これらは基
準局との協議も行われるであろうが一とも 
あれ検討の結果一定の判断が下される。そ 
の判断とは、継続治療を可とする者と、症 
状固定か否かの判断を行うため、各基準局 
ごとに委嘱している地方労災医員協議会( 
以下f局医協議会jという)の意見を徴する 
者とに分類されるのである。

③②の結果、3号様式に書かれた主治医の 
意見を踏まえて、継続治療可となった者、 
及び局医協議会で継続治療が妥当とされた

MZ
本人-医療機関へ通告

62 9通達の内容は膨大なもので、詳細にわ 
たる紹介は困難であるが、内容はおおむね次の 
とおりである。
(1)症状経過の把握として、
① 療養開始後6力月を経過した者の台帳が 
本省で作成され、療養開始後1年を経過す 
ると「適正給付管理名簿jが作成され、本省 
に登録される。

② 以後年2回程度(寒冷期とそれ以外の時 
期)定期検診を行い、症度区分の見直しを 
し、記録する。(振動様式第2号ほか、以

者については、監督署からは何の知らせも 
ない。事情のわからないまま、被災者は、 
いつ労災打ち切りという通告があるのかと 
いう不安に脅かされながら治療を続けるこ 
とになるのである。

④ 局医協議会で症状固定•治ゆと判断され 
た者に対しては、監督署から「おしらせJと 
称して、ほぼ1力月前に「症状固定(治ゆ) 
であるから〇月〇日以降の労災補償は行勾 
ない」と文書による通告が行われる。主治 
医又は関係医療機関に対しても同様の通告

下「2号様式jという) が行われる。
(2)症状固定•治ゆの認定は、
① 2号様式による調査の結果、一定の治療 
年数を経過した者(数年以上〜10年以上)に 
ついて、継続して療養することの要否(症 
状固定か否か)を判断するため、主治医か 
ら所見書を提出させる。(振動様式第3号、 
以下「3号様式』という)

② 3号様式により監督署は、継続治療を要 
するか、症状固定についての検討を要する

以上の要旨を図示したものが図1である。
医療無視が症状固定の問題を多発させる
このようなかたちで行われた「長期療養者の 
適正給付管理」が、現実には、行政のペースで 
不当な症状固定•治ゆ認定を多発させ、多くの 
問題を引き起こしてきた。

1990年4月、社会党の国会調査団が調査を行つ
12•“安全センター情報’91年2月月



日の目を見る.こと3号様式提出 要継続治療 局医協議会 要継続治療 症状固定
平成元年 100 3 〇 70  2 0 .5 0

た際明らかになった、ある労働基準局管内の症 
状固定/•.治ゆ認定の実態は次のとおりであった。 
多ぐの問題点が指摘されたが、その主な問題 
点は次のとおりである。
① 主治医の意見を徴するというが、事前•事 
後の意志疎通は皆無に等しいまま、一片の紙 
切れに所見を書かせればそれでよし、とする 
行政独断の姿勢は不信感を増長させただけ。

② 難病とされてきた振動病を、多くの困難を
克服して調査•研究、治療に当たっている主
治医の意見は尊重されない。

③ 局医協議会のメンバーは公表されず、実際、 
振動病の検診及び臨床経験のある医師はごく 
少数という実態。その局医協議会が、主治医 
との意見交換もなく、患者を直接診断するで 
もなく、検討結果についての医学的な見解表 
明も全くないまま、結果だけが行政に利用さ 
れて、患者を拘束する。

④ 症状固定•治ゆの認定は、比較的治療年数 
の長い者から行っており(第一段階、10年以 
上の者)、事実上の画一的打ち切りになって 
いる〇
医療•医学を無視した行政の専断が横行して 

いることが最大の問題なのである。
症状固定の概念と対応を正す

全山労-全林野は必至の抵抗をするとともに、 
社会党•林特委、労住医連をはじめとした協力 
に支えられ、労働省に対する申し入れと追及、 
国会における厳しい追及が連年展開されてきた。

これは、国会における議事録となって経過が 
明らかであり、全山労等との交渉の結果も記録 
され、それらは労働省が事務連絡として各基準 
局に通達している。そのうち重要と思われるも 
のを次に紹介し、f経過観察jがいかなる経緯で

-となったか、また、 
その意義がいかな 
るものかを知るた 

めの参考とされたい■〇
労働省との交渉記録(症状固定(こかかわる事 
項のみ抜粋)にみる限り、全国の監督署におい 
てこれが適正に実施され存ならば、.症状固定の 
問題、とりわけ主治医の意見無視、行政ペース 
の不当打ち切り、と指摘される事態は起きなか 
フたかもしれない。しかし、事態はまるで逆で、 
国会や交渉の経緯は、局•署の段階ではほとん 
ど活かされず、遺憾ながら行政ペースの前述の 
ごとき症状固定•治ゆの認定が進められ、89～ 
90年春にかけて全国で大量の労災打ち切りが行 
われたのである。•

90年春の国会では、これらの問題が予算及び 
社会労働委員会で取り上げられ、社会党の厳し 
い追及を受けることとなり、また、社会党は全 
国的に重点的に国会調査団を派遣し、不当打ち 
切りの事実の糾明に当たった。一方、森林労連 
•全山労•全林野は、90年5月16日中央行動を展 
開し、その中で労働省に不当打ち切りの撤回と 
今までの当局見解の確実な実施を追及した。

こうしてあまりにも目に余る不当打ち切りと 
思われる実態による追及に対し、当局も事態を 
重くみて、組合側の求めた「98年以降の打ち切 
り者の再調査jと■「経過観察」の実施について検 
討を行うことを表明した。もちろん、従来表明 
してきた見解にも変更のないことをあらためて 
表明している。
爾来11月まで検討と折衝が続けられ、「経過 
観察」が通蓮されるに至ったのである。
【昭和63年6月2日付け事務連絡第15号】

情報の速報について
全国山林労働組合協議会、全国山林労働組合 

(以下「全山労jという。)からの本省に対する陳 
情の概要及び振動障害に係る国会における審議
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状況を、下記により別添のとおりまとめたので、 
労災補償行政運営の参考とされたい。

なお、昨年12月7日の全山労からの陳情の概要 
については、昭和62年12月18日付事務連絡第32 
号により送付したところであるが、当該陳情の 
席において双方が確認した内容を別添1のとお 
り取りまとめたので、併せて参考とされたい。 
おって、この陳情は、管内の各労働基準監督 
署まで周知されるよう念のため申し添える。

•••略…
別添1 昭和62年12月7日

全山労陳情要旨
•••略…

全山労 症状固定の概念については変わってい 
ないのか。

労働省症状固定の概念は変わっていない。 
治療によって症状の改善が図られてい 

,る者については、症状固定とはしない。 
.••略…
全山労 少なくとも治療を中断することによっ 

て悪化する者については、症状固定とす 
べきではない。

労働省主治医の意見を十分聞く必要があるが、 
治療を中断することによって症状が悪化 
するということであれば、症状固定では 
ない。

別添2…略…
別添3 昭和63年5月26日

全山労陳情メモ(労災補償関係) 
(途中省略)

議員これまでの折衝経緯をまとめたい。 
まず、従来経緯の尊重についてである 

が、振動病の治療•補償対策等について 
は、これまで全山労と労働省の間で確認 
してきた折衝経緯及び国会における審議 
経過を、今後とも十分尊重していくこと 
'とされたい。

労働省 これまでの全山労との折衝経緯及び国 
会における審議経過については、今後と 
も十分尊重していく考え方に変わりはな

14 ...安全サンター情報’91年2月号

い〇
議 員「症状固定の概念Jは変わっていないと 

■理解してよいか。
労働省症状固定の概念については、昨年の12 

月7日にも述べたように、「治療によって 
'症状の改善が認められている者jや「治療 
を中断することによって症状が悪化する 
者hなどは、症状固定ではない、との考 
え方は変わっていない。議 員「主治医の意見尊重』という考え方にっ 
いても、変わっていないか。

また、「主治医の意見を尊重するrとの 
観点から、今後どのように対応するつも 
りか。

労働省「主治医の意見を尊重する］との考え方 
についても変わっていない。かかる観点 
から、今後の症状固定の判断に当たって 
は、所見書及び診断書のほかに、事前に 
主治医の意見を十分聞き、その意見(書) 
を局医協議会に提出することとする。主 
治医から事前に意見を聞く場合、その方 
法を示すこと等により主治医の意見を正 
確に聴敢できることとしたい。

「経過観察jの実施とその意義
今回の「経過観察jは、ベストとは言えないな 

がらも事態を打開するため実施することとした 
もので、それ自体は新しいアイデアではなく、 
当然のことが日の目を見るようになった七言っ 
た方がよいだろう。しかし、従来ほとんど行政 
が一方的に進めてきた症状固定•治ゆ認定の重 
要部分について、被災者のことを最もよく知る 
主治医のペースで行われるこ'とになったことの 
意義は大きいと言える。つまり、本来の姿に一 
歩近づき、人間の命.健康が地球よりも重いこ 
'とを見直す方向性を示した■のである。ヽ
以下、経過観察の内容•要旨を説明する。適 
正に実施する去めの参考とされたい。



労働省は、平成2年10月29日付け基発第664号 
「『振動障害に係る保険糸合付の適正化について』 
の一部改正についてJと、同日付け事務連絡第 
29号(664号通達の運用について示したもの)を 
通達した(末端には年末頃到着)。この通達の主 
要な事項は、新たに経過観察を実施することを 
明文化した•こと、これに係る手続について詳細 
•指示していることであり、従来f不当打ち切りJ 
と指摘されたような事態を再現しないよう、行 
政の措置及び主治医への依頼事項等を明記して 
いる。これらの詳細については、紙面の関係で 
別の機会_に譲らざるを得ないので、経過観察を 
主体に解説することとした。
(1) 調査の実施

62 9通達により対象者の調査を行うこと、 
及び以後定期的検診並びに症度の見直しを行 
い、管理することについては、6 6 4号にお 
いても変わりがない。(2号様式)

(2) 症状の把握
従来は、主治医の意見を徴することが肝要 

である、とのみ示していたが、症状経過、治 
療効果、治療方針等、具体的に主治医との関 
係を示している。

(3) 局医協議会への協議
3号様式については変わるところはないが、 

従来、局医協議会に医学的判断を求める、と 
していfeものを、主治医の意見を徴したとき 
明確な意見であれば局医協議会に協議を求め 
ない、として主治医の意見を尊重することを 
示している。

(4) 鑑別診断の実施
鑑別診断を活用することにより、療養の要 
否等が的確に判断できる場合には、活用する 
ことを補足している。しかし、鑑別診断の実 
施医療機関を「公的医療機関jとすることは了 
解できるが、なお意見の調整が残されている。

(5) 経過観察の実施
①主治医の意見は、次の3項目に区分する。
A症状固定(治ゆ)と認められるもの 
B療養の継続が必要と認められるもの

C 一定期間経過観察をする必要があると 
認められるもの(経過観察はおおむね3 
〜6力月程度)

② 主治医の意見の尊重
①により明らかとなった主治医の意見は、 
次のように措置される。
Aの場合は、行政として所要の手続を行 

い、被災者及び主治医に対して症状固定( 
治ゆ)の通知が文書でなされる。
Bの場合は、主治医に対して療養の継続 

が文書で通知される。
Cの場合は、Bと同様、症状の経過の観 
察が文書で通知される。

③ 経過観察の時期、期間、方法にっいて 
事務連絡によれば、おおむね3〜6力月

となってお_り、その他については確たる指 
示はされていないが、本来的には経過観察 
は、要否、方法等、被災者の症状に基づき 
主治医の適切な判断が必要であり、そのた 
め主治医の意見を尊重して実施されること 
となっている。
当然考慮されるべきこととしては、振動 
病の病像からして時期は寒期を含むことが 
必要であり、そうすれば6力月以下の期間 
では十分な観察はできないであろう。

また方法ては、当然医学的に決定される 
べきことは言うまでもないが、被災者の症 
状•により様々な方法で行われるであろう。

④ 経過観察後の意見
経過観察後の症状にっいては、主治医か 

ら意見を徴することとなる。
以上を要約すれば、図2のとおりであり、図
1と比較検討すれば理解されやすいと思われる。

引き続き検討■改善を要する事項
実施に当たり具体的事項について、検討を要 

することがいくつか考えられるが、中でも経過 
観察の内容については、その方法について何ら 
かの『目安jがないと結果にバラツキが生ずるの
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図2

き検討が必要と考えられる。

医学的に認知され、制 
度的にも合理性を持つよ 
う検討を行い、改善につ 
いて要求していく必要が 
ある〇
②症状固定•治ゆの認 
定(こついて
現行制度(制度と言え 

るか疑問であるが)につ
これらの具対策のほかに、引き続き検討を要 

すると思われる点を提起し、改善のための検討 
と関係機関の協力を要請したい。
①「経過観察j制度の改善について

いては、すでに紹介したとおり古い通達が唯一 
であり、これを国会議事録及び労働省交渉記録 
等で補足し、症状固定とはいかなるものかを定 
義ないし運用の方向を示しているのが現状であ 

症状固定•治ゆの判断をするために(確かめ 
るため)経過観察を行うとすれば、6 64号通 
達による経過観察では不十分である。国有林で 
行われている制度は、自•他覚症状が消失した 
後に2〜3年間経過観察を行ったうえで、症状 
の消失を確認して「治ゆjの診断がなされること 
となっており、664号は比較にならないほど 
貧弱と言わざるを得ない。

る。しかしながら、この補足した事項は通達ほ 
どの拘束力をもっておらず、形骸化されており、 
行政事務を拘束する内容に改める等、実効のあ 
るものにする必要がある。
③局医(局医協議会)制度の再検討について
現行の制度は『闇の労災行政』的であり、廃止 

するか、抜本的に(民主的に)改めるよう、再検 
討すべきである。 H

防毒マスク使用上のチヱックポイント
「防毒マスクの規格」改正に伴い新しい行政通達

労働安全衛生法施行令が90年8月31日付け(政令第253号)で、また、労働安全衛生規則、機 
械等検定規則等が9月13日付け(労働省令第19号、第23号等)で、それぞれ一部改正された。 
今回紹介するのは、防毒7スク関係の改正についての関係資料であるが、85年7月の沛場ア 
クセス改善のためのアクション•プログラム」(政府’与党対外経済推進本部策定)の中で防 
毒マスクの規格に関し、•諸外国との整合性を図るための検討が求められたことに応じたもの 
とされる。具体的には、以下の諸点である。
① 亜硫酸ガスのみが存在する場所において使用する防毒マスクを規格の対象となる防毒マ 

スクに追加すること。’
② ' 材料等に係る試験の規定のうち、耐熱試験、耐寒試験、耐薬品試験及びしめひも伸び率 
試験の規定を廃止すること。1

③ 重量及び隔障の規定を廃止し、死積及び視野の規定を定量的な規定から定性的な規定に 
改めること。
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〇
20 40 60 80 100,120
破過時間(分)

2.5

を参考とすること。
4有害物質(防毒マスクの規格第1条の表した 
欄に掲げる有害物質をいう。以下同じ。)の 
種類に応じ、作業に適したものを選ぶこと。

なお、亜硫酸、いおう用防毒マスクは、亜 
硫酸ガスのみが存在する作業場でも使用でき 
るものであること。
5作業環境中の有害物質の発散状況、作業時 
の暴露の危険性の程度等から労働者に高濃度 
暴露をもたらすおそれがあると認められると 
きは、できる限り除毒能力が高いものを選ぶ 

■こと。"
なお、除毒能力の高低の判断方法として、 
一定のガス禪度に対する破過(除毒能力の喪 
失)時間の長短から判断する方法があること。 
例えば、次の図に示すような吸収缶A及び 
Bの破過曲線図において、ガス濃度1%の場合 
で比べると、破過時間はAが30分、Bが55分 
と'なり、Aと比べてBの除毒能力が高いこと 
がわかる。

防毒マスクの選択、 
使用等について
平成2年明28日基発第592号

防毒マスクの使用に関する監督及び指導の留 
意点については、昭和37年7月24日付け基発第7 
81号によりifi正な運用を図ってきたところであ 
るが、今般、標記について下記のとおり定めた 
ので了知の上、指導に遺憾のないようされたい。 

なお、従前の通達のうち防毒マスクの使用に 
係る部分については別紙のとおりとするので、 
併せて了知されたい〇

記

第1防毒マスクの選択に当たっての留意点 
防毒マスクの選択に当たっては、次の点に留 
意すること〇
1 防毒マスクは、機械等検定規則第14条の規 
定に基づき吸収缶及び面体ごとに付されてい 
る検定合格標章により、型式検定合格品であ 
ることを確認すること。"
2'着用者自身の顔に合った形状及び寸法の面 
_体を有するものを選ぶこと。
3作業の内容、強度等を考慮し、防毒マスク 
の重量、視野、吸排気抵抗等が当該作業に適 
したものを選ぶこと。このため、,選択に当だ 
っては取扱説明書等に記載されているデータ

④ 防寒マスクの譲渡又は貸与される場合に添付する印刷物に記載すべき事項として ⑴死 
積、(2)取り付けることができる吸収缶の種類等を追加すること。
これらの改正については、90年10月1日から施行されているが、9月26日付けで『防毒マスク 

の規格］(労働省告示第68号)とf防毒マスクに係る労働安全衛生規則の一部を改正する省令及 
び機械等検定規則の一部を改正する省令の施行並びに防毒マスクの規格の適用についてj (基 
発第5肋号)が示されている。

これらの整備と同時に、明28日付けで「防毒マスクの選択、使用等について」(基発第592 
号)が出され、防毒マスクの、①選択に当たっての留意点、②使用に当たっての留意点、③保 
守管理上の留意点、についてそれぞれ指示している。今号では、これを紹介する。

〇

ガス濃度(％)



第2防毒マスクの使用に当たっての留意点,
1 事業者は、衛生管理者、作業主任者等の労 
働衛生に関する知識、経験等を有する者のう 
ちから、各作業場ごとに防毒マスクを管理す 
る責任者を指名し、防毒マスクの適正な着用、 
取扱方法等について必要な指導を行わせると 
ともに、防毒マスクの適正な保守管理に当た 
らせること。
なお、防毒マスクは、酸素を発生するもの 

でないから酸素濃度が18%未満の場所では使 
用できない。このような場所では送気マスク 
等を使用すること。
2事業者は、防毒マスクの取扱説明書等に基 
づき、防毒マスクの適正な装着方法、使用方 
法等について労働者に十分な教育•訓練を行 
うこと。
3事業者は、防毒マスクを使用させるときは、 
その都度、着用者に、次の項目について点検 
を行わせること。
イ 排気弁の気密性が保たれていること。
ロ吸収缶が適切に取り付けられていること。 
ハ 吸収缶に水が進入したり、破損していな 

いこと。
二 吸収缶から悪臭が出ていないこと。 
4次のような防毒マスクの着用方法は、有害 
物質が面体の接顔部から面体内へ漏れ込む等 
のおそれがあるため、行わないこと。
(1)タオル等を当てた上から防毒マスクを着 
用すること.。

(2 )面体の接顔部に嗎顔メリヤスjを使用す 
ること。ただし、防毒マスクの着用により 
皮膚に湿しん等を起こすおそれがある場合 
で、かつ、面体と顔面との密着性が良好で 
あるときは、この限勺でないこと。 

第3防毒マスクの保守管理上の留意点 
1予備の吸収缶等を常時備え付け、適時交換 
使用できるようにすることが望ましいこと。 
2防毒マスクを常に有効かつ清潔に保持する 
ため、使用後は砂じん、湿気等の少ない場所 
で、次の方法により手入れを行うこと。

(1) 面体、吸気弁、排気弁、しめひも等につ 
いては、乾燥した布片又は軽く水で湿らせ 
た布片で、付着したほこり、汗等を取り除 
くこと。
また、吸収缶が取り替えられる構造のも 

のについては、汚れの著しいときは、吸収 
缶を取り外した上で面体を中性洗剤等によ 
り水洗すること。

(2) 活性炭、ソーダライム等の吸収剤や、ホ 
プカライト等の触媒は吸湿により能力が低 
下するものが多いため、使用後は吸収缶の 
上栓と下栓を閉めて保管すること。栓がな 
いものにあっては、ビニール袋に入れて密 
封する等の措置をとること。
3次のいずれかに該当する場合には防毒マス 
クの部品を交換し、または防毒マスクを廃棄 
すること。
イ•吸収缶について、破損した場合、著しい 
変形を生じた場合、又は有害物質等の臭気 
を感知する等により吸収剤の除毒能力が低 
下し有害物質を十分に無毒化できなくなっ 
たと認められた場合

ロ面体、吸気弁、排気弁等について、破損、 
き裂、著しい変形又は粘着性が認められた 場合

ハ しめひもについて、老化等によりその弾 
性が失われ、伸縮不良の状態が認められた 場合

4 防毒マスクは、手入れ後、積み重ねること 
(吸収缶のみを積み重ねることを含む。')面体 
及び連結管を折り曲げること等による、き裂、 
変形等の異常を来たさないように保管するこ 
と。なおt保管場所はなるべく冷暗所とする 
こと〇

5 使用済みの吸収缶の廃棄に当たっては、吸 
収剤に吸着された有害物質が遊離し、又は吸 
収剤が吸収缶外に飛散しないように袋等に詰 
めた後、廃棄すること。
別紙(略)
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参加型の講座に各地で取り組もう
「第1回労働安全衛生学校」を開催

全国安全衛生センター連絡会議事務局長 古谷衫郎
•参加型の講座運営

昨年11月23日から25日
の3日間、全国安全センタ
一として初めての独自企
画といえる「第1回労働安
全衛生学校」を、兵庫県
芦屋市の生コン技術研修
センターで開催しました。
参加者は43名(宿舎の 

定員が40名)。内訳は、
北海道1,東京6、神奈川3、
新潟1、京都1、大阪14、愛.
緩4、高知2、熊本2、大分1、講師その他7。安全セ 
ンターのスタッフと労働組合の担当者等を対象 
としましたが、安全センターのスタッフが20名、 
その他23名でした。
今回の安全衛生学校のテーマは次の二つ。
① 自主対応型の労働安全衛生活動の前進の 

ために
② 労災職業病認定、相談活動の前進のため 

に
後者では、「脳•心臓疾患(過労死)Jと「ア 

スベストによる健康被害Jを取りI上げました。
従来、この種の学校や講座は、参加者が受け 

身のまま、講演を_中心とした一方通行の方式の 
ものが多かったと思います。自主対応型の労働 
安全衛生活動については,本誌90年9月号で紹介 
したように、自治体労働安全衛生研究会が、自 
主対応型の労働安全衛生活動を推進するための 

「参加型の講座」を進めていますが、:各地域- 
職場で同様の試みを促進する契機にしたいとい

第1回労働安全学校：熱心に聞き入る(見入る)参加者 

う狙いがありました。同時に、今回の学校の運 
営自体にその視点を可能な限り取り入れるよう 
努力しました。具体的には、

① グループ•ワーク(協力•協同作業)
② 問題解決型(想像力•適応力の育成)
③ .参加型•自主対応型(全員での討論•実 
行)

④ ビジュアルな機材の活用
⑤ フイールドワーク(具体的な経験に学ぶ) 

などの要素を取り入れたことです(今回は、残 
念ながらフイールド•ワークー職場巡視を実行 
できませんでした)。講義はできるだけ短く、 
ビジュアルな教材や資料を用意し、一方で、全 
体を4〜5人ずつの小グループに分け(8班)、班単 
位での討論等の機会をできるだけ設けました。
•参加型講座の可能性をさぐる

- .■ +' ■ ■ ■■■ ■ ■ ■ ■■■■'■ ■. ■ ■ ■ ■.■ ■ . ■ ■■

第2日目全部を「自主対応型の労働安全衛生活
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一例として、ある班で「すぐれている点」と

上：講義の資料やグループ発表にOHPをフル活用 
下54人の班ごとのグループ討論はなかなか活発

__動」のデーマに当てました。テキストど
-して、I loの『安全、衛生、作業条件.mfA 
トレーニングマニュアル』.’(本編’チェ'へ
ックリスト■トレーニングリーダーのfe
めの手引きの3分冊)を使いましたが、ま
さにできたて。事前に送付できず、参加
者には当日はじめて配布しました。

まず、天明佳臣氏(労働者住民医療機
関連絡会議議長)から「これからの安全
衛生活動とI L〇マニュアルjについて、中桐伸五氏(自治体労働安全衛生研究会
事務局長)からrマニュアルの活用方法」 

しにつ•いてンそれぞれふんだんに〇 H Pを•二 
へ使つ,での講義(各40分)〇,

そして、各班ごとに、トレーニングリ
ーダーのfeめの手引きの読み合わせを行. 

\ノい、/_「rL〇マニュアルが勧めるトレー 
..ニング講座が従来の方法ど比べて優れて: 

いると思われる点と問題点等jについて
_討議しました(80分'X。このテーマは、参
加者が、’各地域•職場で安全衛生の学習
会等の主催•運営の立場に立つことを想
定して設定したものです。

グループごとに討論の結果は〇 H P用紙にま
とめることとし、昼食をはさんで午後から、各 
グループの代表による発表と全体討論に、各1時 
間ずっ当てました(討議が白熱し、昼食時間の 
一部もさいて討議する班もありました)。その 
後、各論として、「VDT労働一人間工学、照 
明•騒音等j (天明氏)、「安全問題への対応」 
(中桐氏)の講義を受け、最後に、再度「職場巡 
視とチェックリストの活用」についてまとめを 
行いました〇

マニュアルを当日いきなり渡され、短時間の 
総論的な解説を受けただけで討議になるかとい 
'う危惧もあったのですが、「やってみなければ 
わからん」という素朴な(？)意見も含め、「こ 
れはとにかくやってみよう」という立場から、 
実践的な指摘や提起が出され、主催者側として 
は予想以上の成果があったと思います。

してあげられたのは以下のような点でした。
① 法律の規制では対応できないことも取り 
組むこ•とができる。

② 労働者の自主性と責任が生まれる。
③ お互い仲よぐなり、協力関係ができる。
④ わかりやすく身近に感じられる。
⑤ 組織内部のパイプの流れがよくなる。
⑥ 経験交流ができる。
⑦ 組合to発言力が強められる。

「地区労や職種ごとの開催」「地域ユニオン 
等の相談ノウハウ養成」といった活用事例の案 
や「リーダー養成の必要性」「日本の現場にあ 
っ•た職種ごとのチェックリストの開発」等の提 
起も出されました。また、「現場とのギヤップ 
をどう埋めるか」「経営者側の進めるKYTや 
QC活動との違いをどう考えるかj 「最初は興
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味をもって行えても長続きするかJ 「財政的に 
可能かJ等々「問題点Jとして出されたものも, 
実践的な立場からの問題でした。

これを機会に、各地域•職場で具体的な実践 
を行い、その経験をちよって改善していくこ 
と、そうしたことを通じて安全衛生活動を活性 
化していくこ-とを;めざしたいと思います。

•事例トレーニングや11〇番活動に向けて
前後しますが、第1日目は、「脳•心臓疾患(過 
労死)」「アスベストによる健康被害」の労災 
認定問題を取り上げました。

「脳•心臓疾患(過労死h (全体で3時間)で 
は、松浦良和氏(大阪•松浦診療所)から「脳、 
心臓疾患の医学と新認定基準の問題点」にっい 
ての講義と、古谷が「新認定基準後の動向と認 
定事例等」について報告。また、神奈川労災職 
業病センターの川本浩之氏、三多摩労災職業病 
センターの小澤公義氏から、神奈川と東京の審 
査官裁決事例の分析結果の報告が行われました 
(新認定基準以後の認定事例等をまとめた『資 
料集』も作成されています)。
続いて「事例トレーニング」として、「トレ 

ーラー運転手の急性心不全死」の事例を提示し、 
労災認定に取り組む場合に、「いかなるデータ 
を収集すべきか。それはどうしたら入手できる 
か」という課題でグループ討論'を行いました。 
時間不足で、グループ別の発表と十分な全体討 
論を行えませんでしたが、実践的なトレーニン 
グは好評。現実問題としても、個人だけの対応 
では限界があり、討論を通じて調査•立証を強 
化していくことの必要性が確認されました。

「アスベストによる健康被害」(全体で3時間) 
では、S川太郎氏(環境科学労働科学研究会)か 
らの講義と西田隆重氏(神奈川労災職業病セン 
ター事務局長)の問題提起を受け、全体で討議 
を行いました。

このテーマについては、今年度、関係団体と 
も協力して全国的なfアスベスト労災認定110番

(仮称、全国一斉の電話相談)jを実施しようと 
いう計画があり、•そのためのノウハウ修得とい 
う狙いも持ったもので七た。_参加者のアンケー 
卜では、ここでも「事例トレーニングjを実施 
してほしかったという要望が出されています。
第3日目は、昨年10月に香港で開催された「ア 

ジア地域労働安全衛生ワークショップの報告」 
と「労働行政の動向とこれからの地域センター 
活動等についてj。最後に、谷沿嘉瑞•全国安 
全センター議長代行が全体のまとめと閉校の挨 
拶を行い、3日間の日程を終了しました。

さいわい第1回目の取り組みとしては、.おお 
むね好評を得ることができ、.テーマの設定や参 
加対象を広げることなどについて希望が出され 
ています。今後も毎年「労働安全衛生学校jを 
開催していきたいと考えています。もっと地域 
センター活動についての交流と議論もしたかっ 
たという点については、全国安全センターの総 
会の持ち方ともあわせ検討していきたいと思い 
ます。
最後に、今回の安全学校の事務局を担当して 

いただいた関西労働者安全センターのスタッフ 
の皆様に感謝いたします。 ■

本編/チェックリスト/トレーニングリー 
ダーのための手引の三分冊で定価1950円 
御希望の方は全国安全センターへどうぞ
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香港工人健康中心
- ................. (まじめに ................ •■•■■■■---

珪肺は多くみられる職業病として、香港でも 
以前から知られている。1958年〜1989年の間に 
計3972例が発表されている。これら®珪肺患者 
の90%以上が建設業や、採石現場で働いていた〇 
珪胞よ、遊離した珪土を含む粉じんの細かい 
粒子を吸い込んで起こる。粉じんは肺深ぐ入り 
込み、肺組織に留まり、肺機能の低下や、肺繊 
維症を徐々に引き起こす。珪肺患者の平均作業 
年数は約20年であるが、病気の徴候は、遊離珪 
土粉じんをばく露するようになって数年で普通 
始まる。最初の徴候は吐くとき息が苦しくなる 
ことだ。病気が進行するにつれて、休んでいて 
も息切れがひどくなり、普通の活®］もできなく 
なる。そのほかにも珪肺患者は、呼吸困難をき 
たい肺炎や、結核、ぜんそくなどのような合 
併症にな5こともある。このような 寒病に対 
する有劾な痺療法は規在でもない。肺機能低下 
の進行丢防ぐ唯一の方法は、珪土を含む粉じん 
のさらなるば.く:露を避けることであ'•る。
珪肺には治瘴法がないの定から、粉じんによ 

る疾病を予防する方法、.教育プログラムが非常 
に重要である.。さちに被災労働者は永久に珪肺 
に苦しまねばならな■いので,、'身体'、心理、社会、 
職業面©料処すべき問題が生じる。

珪肺プ□:ジェクト■(こ関する取■り組み
• ■■ ■■ ■ - ' ■-

1健康促進プログラム
90年明〜91年3月にかけて、12回の「健康促 

進日Jを建設現場と鉱山地域で設けた。ボード

を使った展示や、パンフレットの配布、スライ 
ド、ビデオショウ、粉じん防護器具の紹介や実 
演、講演、労災職業病健康相談などを行った。 
2調査

① マオンシャンL馬鞍•山)鉄鉱山の无礦夫の 
呼吸器疾患の問題
日本の企業によって開発されたマオンシャ 

ン(馬鞍山)鉄鉱山は、経済的理由から70年代 
後半に閉山と•なった。礦夫の多ぐは閉山まで 
の約30年間働いてきた。平均年齢は60歳を超 
えており、.健在の人の多くは(約100人)•、マ 
オンシャン近辺に今も暮らしている。

1986年クリスマスの日、1989年9月15日、1 
1月25日に、私たちは健康調査を行った。あわ 
せて73名の元礦夫に職歴や呼吸器の状態につ 
いて.、アンケートによる聞き取'りを行った。 
血圧、体重、身長、肺機能検査、胸部X線検 
査をした。結果は、60人中19人に珪肺が確認 
された。さらに、別の&人がX線所見で、珪肺 
の疑いがある。この報告は91年の1月1日に発 
表された。

② ピッカー丘の採石礦夫の呼吸器疾患の問題 
1990年12月23日、ピッカー丘採石礦夫の呼

吸器疾患問題にっいての調査を行った。アン 
ケート調査、血圧、身長、体重の測定、肺機 
能検査、胸部X線検査をした。約40人の礦夫 
が参加し、今データを集計、分析している。

③ 珪肺患者の身体一心理-•社会的要求の調査 
この調査は珪肺患者の身体、心理、職業、

社会面での必要なことを明らかに,しようとも 
ノのであるン香港のワンタイ総合病院の協力で、 
朋年'  .9月にすで•に予備調査を始めた。/91年中
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珪肺プ□ジェクトについて報じる香港の新聞(上左)と馬鞍山上村の行政標識(上右) 
昨年10月の第2回アジア地域労働安全衛生ワークシヨップの日本人参加者は、馬鞍

には、それに基づいてさらに徹底的な問診方 
式のアンケ••ート調査を計画している。この調 
査結果が、珪肺予防のための健康教育プログ 
ラムを作ったり、珪肺患者のリハビリや治療 
を行うときに身体や、手段についての参考に 
なればと考えている。

3 直接のサービス
①’ボランティアグループの組織化

90年10月から20人からなるボランティアグ 
ループを作って、研修を行っている。彼ら彼 
女らは珪肺患者を訪問し、精神的な介助をし 
ている。

② 珪肺患者のためのホットラィン開設
研修したボランティアやセンターのスタッ 

フ、医療専門家が珪肺患者向けの、医療、法 
律、心理、家計、社会、職業の諸問題の相談、 
指導にあfeってぃる。

③ 自助グループの組織化
珪肺の患者の権利や福利厚生につぃて闘っ 

ていくために、患者自身が援助ネットワーク 
をさらにひろげてゆくための自助組織作りを 
進めてぃる。 ■

(翻訳：川本浩之)
安全センター情報’ 91年2月号“• 23

馬鞍山退体老礦エ多患不治之症 

工人須戴面罩防矽肺病. 

關注團體建議立例規定

曲窪工
人
注
規
的
價
,*. 

富
玫
府2
塁
定1

和破場工人在H

冀 

•
有s
多エ人染上！̂
帝
く1£
«
§
!
 

¢5®
*

砷
想®
婆
法■•

墓

H

人
费
準
心
用
三5

邦,
算七十 

111
 

名8K
也
,88
場的
！̂
老1
人,
完玫 1.9 

s

结廉8S • 0
S
I
,
有十三名老破工 

S
上-3
不 1
8
的職*

ir—
*

部
病 
’» 

六名烟aea
上
此
破
策
宿.
至1

他场H

和 

雯
出
現
咳*
*
翟
、

現系
1,
疾供

械
金
工AB
B
 |

次
和8
行一̂

・ 

失As
第一 
■E
供
塞
隹9
塞
• 

他
又
手
他
們
蔣
畲
現
网
雰
塞
子
在 

本
月
塞
用A
置
薄*̂
K°•
柔
鳒s
的 

協助 〇 
. 
' 
.
K
-

男
外* S
S
E
1
• *
淆
目
名*
,'
有 

百*
宗w
郎
病
新
症
・ 

■

'--

傖8
装
囊1
巷透行玲• *
n
 

s
ftH
人
染
上®
時
網• 1

報
政9

,8̂
^
 

§

番
的
含8
8
,
並
規
定x
人̂
 

,&
y 

级
人
！

8
, §

 H
 

人
的
、,

現9
又格

,9• &R*B
分9
エSB
往1 

S
,

券
没
有
具,

人 

有s
的玢廉' 
患上—
病的
'8*
大8
送8•

技*
—
心湖主8
用永s
砟日在i*
 

上表示•
现g

上
工
人
所
,,0
賠供 

笠不足筠•
毎名工人a
多只8

1,
不足-̂

ei

兀 

的*
永68
鏝•
矽黥§

供0
以-
月定期 

的
雲
疾
,,
津贴

65
琅
式理格,
同
時
费
置
年

、射
私

？



調査した鑑定意見を参与にも見せず
大分®過労死事件で異例の緊急参与会

大分県勤労者安全衛生センター
本件は、クレーン運転手が「心 一番暑い時期で、作業はクレー ③死亡当日の気象は気温30度

筋梗塞」死の労災申請事件で、 
佐伯労働基準監督署で業務外、 
審査請求でも棄却され、現在、 
労働保険審査会に再審査請求中 
であるが、審査請求決定書の中 
から意外な事実が判明し、.異例 
の緊急参与会が開催された。同 
様のことで泣き寝入りを余儀な 
く'されている被災者•遺族の方 
が多いのではないだろうか。

(1)I被災者は、1969年頃から 
大分県佐伯市のY港琿㈱に勤務 
し、词社の下請をする目的で19 
73年に設立しfe K産業(有)に社員 
檻査役)として参画したが、実 
質的に労働者としての勤務態様 
であり、労保険の関係から19 
74年に監査役を辞任し労働者と 
して勤務していた。1982年7月3 
1日勤務終了後,帰宅途中に心臓 
発作を起こし、帰宅したがさら 
に悪化したため、救急車でNK 
病院に搬送。治療を受けたが、 

ン車の運転業務で鉄板を吊すと 
いう神経を使う労働で、作業環 
境は厳しく急死に至ったもので 
ある」労災申請を行った。

1988年10月、監督署長は業務 
外の決定を行った。どのような 
ノ調査を行ったのか、この種の判 
断では大きな要因となる医証は 
どうなのか、明らかにされてい 
ない。全く密室の中で行われた 
作業を、厚い壁の外から手をこ 
まねいて見てきたに等しい。'•遺 
族は、詳しい説明もなく納得で 
きないので、審査請求を行っfc。
後に遺族(請求人)に送付され 

た審査決定書によれば、監督署 
長は、請求人の審査請求を棄却 
するとの決定を求める旨の意見 
書を提出し、その理由として要 
旨次のとおり述べている。 
① 発症前1週間の業務は、主

に鉄板の仕訳作業をしており、 
残業は1週間で8時間の実績が 
あるが、7月29日(死亡の前々

を超えておらず、夏としては 
通常の暑さであり、湿度も低 
く発症原因となる程度の気象 
状況ではないこと。

④I977年明頃守ら、M血圧症、 
狭心症等め治療を受けてく3た 
被災者が、平常CD勤務につい 
てその後死亡しだものであり、 
業務上の事由による死亡とは 
認められない。

(2):さて本件の問題点となった-、 
医証については、ホのとおりで 
ある(審査決定書の記載による)。 
イN K病院N医師(担当医)は 
監督f長に提出した(1984年6 
月22日作成)意見書によれば、 
要昔、次のように述べている〇
① 昭和57年7月31日初診

(死亡)
•傷病名：心筋梗塞
•初診時の症：K :胸痛、悪心、 
嘔吐

② 療養内容及び症状の経過
同日午後10時35分死亡した(当 
時45歳)。死亡原因は『心筋梗塞 
であった。
遺族は、「被災者の死亡は、 

継続的な過重労働により、日常 
的に肉体的•精神的な圧迫を受 
け、慢性疲労が蓄積していたの 
に、死亡当日は、年間を通じて

日)には休暇をとり、30-310 
は時間外労働もなく、通常の 
作業を行っているので、特に 
強度の身体的努力、又は精神 
的緊張を要する業務が認めら 
れないこと。

②発症当日の業務内容も通常 
の業務と変わりがないこと。

血圧72/56mmhg、脈拍微 
弱、血圧さらに低下し、シ 
ョック状態となる。酸素吸 
入、輸液、昇圧剤の投与、 
心肺蘇生術を施すも改善せ 
ず死亡。③ 死亡原因：心筋梗塞

④ 業務と死亡の因果関係
24…安全センター情報’ 91年2月号



以前から狭心症があった 
とぃうことで、業務が心筋 
梗塞発症の誘因となったと 
も考えられる。

ロ OS病院A医師(局医)は監 
督署長に提出した意見書(198 
8年8月7日作成)によれば、要 
'旨、次のように述べている。
① 死因は症状経過から心筋 
梗塞と認められる。(突然死)

② 発病前の労働にっぃて、
とりわけ激務があったとか、 
激務が引き続き行われた事 
実は見あたらず、当日の日 
照関係で輻射熱による照り 
返しのあったことは想像さ 
れるが、これが直接、身体 
の状況に悪化の影響があっ 
た事実は見当たらなぃ。

③ NK病院N医師の「業務 
が心筋梗塞発症の誘因と思 
われるjは、事実の追及に 
よったものではなく「以前 
から狭心症があった」こと
から直ちに死因と業務との 
関係"に及んでぃて、発病と 
業務との有機的関連の追及 
は行われてぃなぃ。

④ かねがね狭心症、心臓発 
作に悩んでぃたが、当日、
平常勤務を終り胸部不快感、 
発汗、嘔吐などの症状が起 
こり、急遽加療したが、心 
筋梗塞で死亡したもので、 
当日及びその前10日間に特 
に目立っ過重負荷労働は発 
見できず、また発病当日の 
気候もそれほど高温多湿と 
は思われず、この面からの 
影響も考えにくぃ。

結局、本件死因は業務上 
発症したものとは認め難い。 

ハ 〇M病院K医師(局医)は監 
督署長に提出した意見書(198 
8年8月10日作成)によれば,要 
旨、次のとおり述べている。
① 既往症をみると、昭和52 
年から狭心症発作を繰り返 
し昭和55年11月には後壁梗 
塞への拡がりを認めている。
-•旦、心筋梗塞を起こし 

た後さらに狭心症発作が出 
没し病巣が拡がるものは最 
悪の状態で、何時急死にな 
るかも知れない。

② 昭和44年以来の作業継続 
昭和52年病状確認以後もこ 
の労働を続けていたことは、 
病態を進展させfeことは明 
らかである。

③ 当日午後10時頃運転席で 
伏せて休んでいる時、すで 
に切迫梗塞(すぐにでも心 
筋梗塞になりそうな激しい 
狭心症)があったと思われ 
るが、弓［き続きの作業が冠 
動脈血栓形成心筋梗塞へ 
の引き金をひいたことも考 
えられる。

④ 結論：心筋梗塞の発症は 
業務との因果関係があると 
考えられる。

二 S医科大学K教授は当審査 
官に提出した鑑定意見書(199 
〇年4月12日作成)によれば、 
次のとおり述べている。
①死亡原因となった疾患名 

について
急性心筋梗塞(再発作)_
昭和52年6月,狭心症を指

摘されている(N循環器ク 
リニック)昭和55年11月26 
日に心筋梗塞の初発作があ 
る。N病院の書面により、 
下壁梗塞と利定した(他清 
CPK4961Vと上昇、心電図に 
.Il.inaVfに異常Q波の出現)。 
その後.高血圧,狭心症の治 
療を受けていたが、也ずし 
も厳密に行われていたかど 
うかは不明である。昭和57 
年7月31日は心筋梗塞の再 
発で、梗塞部位は前回と異 
なり.前壁梗塞と考える(心 

.電図のST上昇、右脚ブ 
ロックの出現)〇
臨床症状はショック状態 

である(嘔吐、冷汗血圧低下 
(Q医院、NK病院の書面)、 
緊急に入院治療を受けたが、 
この症状から脱しきれずに 
致命的になったと考える。 

② 業務との関連について 
イ身体的条件について 
心筋梗塞発症の促進因子、 
危険因子(リスクファクタ 
-)としては色々いわれて 
いる。当該者については、 
①高血圧、②喫煙、③肥満 
は少なくとも存在していた。 
高血圧については昭和50年 
1月の検診時に136/102と拡 
張期高血圧を認め、その後 
も全て(昭和51、52、55、
56)100以上の拡張期高血圧 
が記載されている。喫煙に 
ついては、昭和56年11月の 
検診時に喫煙を指導され、 
控え目にしていたというこ 
とであるが、妻、同僚の発
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言などにより1日1〇〜15本 
は喫煙していたようである。 

また、体重は肥満であり 
(身長165.5cm、体重73.5k

g、標準体重30.2kg昭和56 
年11月)これも同時期の検 
診時に要体重調節と注意さ 
れている。血清脂質(コレ 
ステロールなど)について 
は記載がないので不明、家 
族歴はないようである。 
当該者は昭和52年6月(40 

歳)より高血圧、狭心症と 
して治療を受けていた(N 
循環器クリニック、N病院、
I病院)。I病院では昭和 

56年4月10日以降、月2、3回 
来院しでいたが、昭和57年 
9月以降は受診していない。 
心筋梗塞発症の昭和57年7 
月31日まで50日余ある。二 
トログリセリンは常時携帯 
していたが薬剤は定期的に 
服用していたのであろうか。 
特に狭心症は薬剤を中断す 
ると、かえって増悪するこ 
とがあるので、気になると 
ころである。ただ、強い狭 
心症発作が出現してはいな 
かったようである。
D作業条件にっいて
当該者の作業状況にっい 

ては、Y港運㈱より独立し 
たK産業に10余年勤務し、 
一部経営の立場からの責任 
負担もあり、また船内での 
原木積み出し作業(玉掛け)
や、レッカー車(クレーン 
車)運転、その他、土木雑 
用などをしていた。

26…安全センター情報’91年2月号

作業場の条件は危険性が 
高いので、神経をかなり使 
うものであった。勤務時間 
は不規則な点もあった。発 
症前1週間の勤務状況をみ 
ると、7月25日の日曜出勤は 
あるが、7月29日(木)は休暇 
をとっているので、休養は 
とれたものと考えられる。
7月30日(金)、31日(土)の勤 
務状況は、特に通常とそれ 
ほど著しく変化していたと 
は言えないようである。

ただし、当時の気象条件 
はかなり高温であったこと、 
特にレッカー車の運転台は 
高温になることから、脱水 
状態になったり、血圧の変 
動などがあったりしたこと 
は否定できない。
以上のような条件は、心 
筋梗塞の発症に誘因的に作 
用すると考えられないこと
はない。
)\総合判断

この様な身体的条件と作 
業条件との複合により、心 
筋梗塞の発作に至ったもの 
と考えられる。

(3)これら医証は、イ、ロ、ハ 
にっいては原処分庁の監督署が 
収集したものである。業務と必 
因果関係にっいては、N医師〇、 
A局医x、K局医〇で、2対1で 
因果関係ありである。しかし結 
果は前述のごとく業務外となっ 
た。二にっいては審査官が求め 
た鑑定意見であり、総合判断で 
「この様な身体的条件と作業条

件との複合により心筋梗塞の発 
作に至ったものと考えられるj 
とあり、医証は3対1で因果関係 
ありとなるのである。しかし、 
審査請求も、結果は棄却。

では、審査官はどのように考 
えたのか。決定書によると、19 
87年10月の新認定基準に照らし 
て判断すると、
① -発症前日及び当日は特段の 
残業も認められず、業務の内 
容も通常の業務であった。

② 気象状況もこの時期におけ 
る平均気温で、高温多湿等の 
異常気象は認められない。

③ さらに発症前1週間をみて 
も、7月25日に休日出勤をし、 
早出残業を計8時間行ってい 
るが、29日には休日をとって 
おり、.休養はとれたものと認 
められ、かつ、.通常の勤務で 
あって喈に過重な業務Jに就 
労した事実は認められない。

④ また、その前の1週間を付 
加的にみても、休日出勤と残 
業が2日間で計6時間あるが、 
業務に関連する負荷があって、 
発症に何らかの影響を及ぼし 
た可能性は到底考えられない。
:以上のことから、被災者が 
業務による明らかな過重負荷 
を発症前に受けたものと認め 
られない。

⑤ 被災者の健康状態は、1977 
年以降死亡まで、狭心症発作 
等の状態があったのに、1982 
年6月9日以後診療機関で受診 
した事実が認められない。従 
って自然経過につれて病変が 
さらに進行し、ついには転帰



に至ったものと判断する。 
とあり、自ら求めた鑑定意見に 
ついても、その考察について明 
らかにしていない。
(4)ところで、本件審査につい 
て1990年5月21日、参与会が開催 
され、明旧付けで請求は棄却 
された。決定書によると、参与 
の意見の要旨として次のように 
記載されている。•
r平成2年5月21日参与会を開催 
し、参与の意見を求めたところ、 
業務による過重負荷が認められ 
ないので、棄却すべきという参 
与全員一致の意見であったJ。

この参与会の経緯について、 
労働側の参与に質したところ、 
参与会の場には原処分庁が収集 
し利断基準とした35号に及ぶ書 
証も開示されず、審査官が作成 
した請求人の聴取書と併せ、こ 
れまで受けた医療機関の診療記 
録の抜粋と、前記医師の意見書 
及び鑑定意見書を、審査官がB4 
版2枚に要旨をまとめたものを 
示し、審議された。その結果、 
参与全員一致で棄却という意見 
となったということであった。
そこで、審査官が要約して提 
示した資料と決定書の中に記載 
されている医証について検討•し 
たところ、恣意的と思われる欠 
落部分が明らかになった。それ 
は、審査官が自ら求めた鑑定意 
見のうち、結論部分の総合判断 
を全く抜いて報告していたので 
ある。また、K局医の意見も結 
論部分として因果関係ありと明 
示されていなかった。

(5)そこで本件について、審査 
官の決定後であるが、.異例の緊 
急参与会が労働側の要求により、 
7月5日開催された。その中で労 
働側委員より「参与会で事前に 
渡された資料の中で欠落してい 
る部分があり、参与としての利 
断を左右するような問題もある 
ことが判明した。とりわけK教 
授の総合判断のと:こ令は故意に 
資料提供していなかっ禿ものと 
考えられる。少な_くと.もこの点• 
はおかしい」との指摘に'より、 
使用者側委員からも「医証にっ 
いては、結論部分をきっちり資 
料提供すべきである。私は、資 
料をみたとき、K局医は〇、K 
教授は〇、A局医はX、主治医 
は〇と理解していたが、当日の 
.審査官の見解で、K局医は△、
K•教授は△、A局医はxという 
ことで考えていいですね、と念 
を押して審査官に聞いたところ、 
そうだと言った。これによって 
参与会としての意見が述べられ 
ることになった。K教授の最終 
結論部分について説明されたと 
思うが、鑑定書の結論としての 
説明ではなかった。総合判断が 
資料として示されなくて、参与 
会としての意見となったのは問 
題である」等の意見が出され、
審査官は「本日の審議の結東、 
参与一同が前回の参与会意見を 
修正するという意見であれば、 
再審査請求の資料を審査会から 
求められた際、審査会会長宛て、 
顛末を添•えて文書で報告する」 
と表明せざるを得なくなった。
会議中断、參与協議の結果、 

意見は「資料関係が結論として 
不十分であった。K局医の結論 
部分、さらにK教授の鑑定意見 
の総合判断部分が示されていれ 
ば、当該事案にっいて参与会の 
意見は、参与全員一致で棄却と 
いうことはあり得なかったと考 
えられる。従ってこの事案につ 

;いては、さらに慎重な検討が必 
要であると考える丄:となづた。
審査官は、御意見について、 
審査会会長宛て文書を送付する 
こととすると表明した。
(6)以上が本件I被災者の過労 
死申請からの大まかな経過であ 
るが、「まさに初めに業務外あ 
りき！」である。
全国で今、多くの過労死が労 

•災申請されている。しかし、認 
定数はほんの一握りで'ある。:調 
査から決定まで本件と同様のこ 
とが繰り返されているのではな 
いだろうか。裁判であれば、少 
なくとも相手の言い分はわかる、 
書証も開示される。しかし、今 
の認定手続から裁判所には直ち 
に持ち込めない。
少なくとも、調査過程から結 
論までオープンにできる運用を 
もっと追及し、審査の大幅なス 
ピードアップも図らせなければ 
ならない。労働者救済の認定基 
準に改めさせると同時に、外郭 
団体ばかり作り、天下りを増や 
すのではなく、労働省の民主的 
改革も必要である。
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東京の台所の労災職業病
東京鬱築地市場で「鼠径部ヘルニア」認定

部をハンドルに 
破打してしまっ 
た。それ以来、
腹部の痛みが続 
いていたが、3月 
に病院で診察し 
てもらつ.たとこ 
ろ「左鼠径部へ 
ルニア」と診断 
され、その後休 
業加療を続けな 

がら9月に手術を受けた。
築地市場では、Sさんばかり 

でなく Sさんが加入する魚市場 
東京の台所と呼ばれる築地市 
場の正式名称は東京都中央卸売 
市場築地市場という。築地市場 
は、今や東京のみならず全国か 
ら青果や海産物等が運び込まれ、 
出荷されている。

まだ日が上がらない早朝から、 
.市場内は卸業者でごった返し、 
トラックや積み荷を運ぶ人々で 
すさまじい暄噪が支配している。
築地市場で働く労働者は約2 
万人。その内水産仲卸で働く人 
々は半分の約1万人にのぼる。 
最近では、中国をはじめとする 
アジア系の外国人労働者も増加 
しており、その数は500人以上 
とも言われている。
昨年2月、市場内の大手冷凍品 

を扱う水産仲卸会社で働く Sさ 
んは、仕事中にターレットと呼 
ばれる運搬車で積み荷を配達中 
に、ターレットの前輪が路面の 
窪みにはまってその拍子に下腹 

労働組合の中でも、毎日ターレ 
ットを運転する労働者の多くは、 
いろいろな障害を訴えており、 
ターレットの振動による健康障 
害が問題になっていた。
築地市場は敷地内の路面が悪 

く、特に配達の荷物を山積みに 
し、荷崩れに気を使いながら混 
雑する場内の通路を走り回るた 
め、非常に神経を使い、また夕 
ーレットの構造上路面の振動が 
もろ運転者の体に伝わるため膝 
や内臓を悪くする人を多く見が 
けるとのことである。
現在、築地市場で使用される 

ターレットトラックは鮮魚仲卸 
部だけでおよそ635台が登録さ 
れている。その他にも、鮮魚元 
卸、青果仲卸、小揚げ会社、関 
連付属業者、加工業者等を加え

ると相当数の車両が運搬業務に 
使用ざれてい.る。•
写真のように、このターレッ 
卜は運転席がなく立ったままで 
運転するもので、運転者の立つ 
位置が前後35cmと非常に狭い。 
アクセルの位置が直径75cmのハ 
ンド 1ルの内側に沿った内ra形に 
あるため、運転者はハンドル操 
作を両手で同時に行わなければ 
ならない。その上、ターレ、ソ■卜 
には構造上ショックアブソーバ 
一がなく、走行中上の振動や路 
面から受ける衝撃の大部分が直 
接運転者に伝わる。とりわけ、 
三輪車という構造のため衝撃力 
の分散が弱ぐ、前輪が一輪の駆 
動輪でエンジンから直接チェー 
ンで動力が伝わるためその振動 
と路面からの衝撃はより運転者 
を直撃してしまう。

さらに、サイドミラーがなく、 
商品を積載して走行する場合に 
は、前述の運転状態で積み荷の 
脱落による紛失や破損に絶えず 
注意をせねばならず、後方荷台 
には積み荷落下防止のための覆 
いもない〇
両手でのハンドル操作とアク 

セル操作に加え、恒常的にブレ 
ーキペダルの上に右足を維持し 
なければならないことは、運転 
姿勢を前屈みとし、左足に体重 
のぼとんどが加重され左足のみ 
で体重を支えることを強制した 
不自然な運転姿勢を作り出す。
場内仲卸店舗内の通路はどう 

だろうか。元来畳状になってい 
たものに上からアスファルト舗 
装してあるが、魚介類を扱う関
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係から多量の塩水や真水を使用 
し、頻繁に往来する積載車両に 
よりm裂や剥離による窪み、段 
差等を生じているのが現状であ 
る。また、排水溝の蓋が多数点 
在し、その段差や発泡スチロー 
ルのゴミの上を迅速な配達が要 
求される•ことによりターレット 
の速度もあげざるを得ないのが 
実情である。場内の悪路の修理 
保全の責任は市場の施行管理者 
である東京都にあるわけだが、 
市場全体の建物が築50年は経過 
して老朽化しており、必然的に 
これらの建物や付属設備の修理 
が先行され、路面の補修は後回 
しにされているのが実情だ。
Sさんの所属する労働組合で 

は、以上のような築地市場での 
労働実態、職場環境から、sさ 
んの左鼠径部ヘルニアは、路面 
の窪みにターレットの前輪がは 
まり込み、その衝撃で腹部を強 
打したために発症した労災で-あ 
ると主張し、当センターも協力 
して中央労働基準監督署への認 
定闘争に取り組んだ。

1990年10月19017時40分頃、 
仙台市環境事業局今泉清掃工場 
のごみ汚水調整槽およびごみ汚 
水処理室付近において、爆発に 
よる労働災害が発生し、死者1名 
■重傷者4名を出す重大なものと 
なった。自治労本部では、翌20

その結果、主に災害に起因す 
るものとはいえ、中央労基署に 
Sさんの左鼠径部ヘルニアを業 
務上と認めさせることができた。

グルメブームの昨今、テレビ 
等で築地の場内が映し出される 
機会も増え、魚河岸特有の活気 
と威勢のよさが紹介されたりす 
るが、それを支える築地市場の 
労働者の過酷な労働実態と劣悪 
な労働環境の問題はあまり知ら 
れていない。•
今回の_sさんの労災は氷山の 
一角に過ぎない。築地市場で働 
く労働者は、絶えずケガの危険 
性と隣り合わせにあるといって 
も過言ではない。マグロ等の解 
体で扱うカケヤ(大きな木槌)や 
ナタ、帯ノコによる事故、狭い 
場内で一分一秒を争う積み荷運 
搬に伴う事故の危険性、一日中 
立ちっぱなしで重量物を扱った
その実態の解明は今後の課題と 
言えよう。 ■

(東京東部労災職業病センター)

日に増保現業局長を現地に派遣 
し、また、11月1849日には国会 
議員5名を含む現地調査団を派 
遣した。その現地調査時におけ 
る関係者からの事情聴取及び災 
害現場視察も含めて、災害発生 
以後、現在(90年12月28日)に至

るまでの、関係者(労働者•市‘ 
労基署•警察•医師•県•関係中央 
省庁及び工場製作会社)からの 
情報収集により、自治労本部段 
階で把握できている災害をめぐ 
る状況について述べてみたい。
災害の原因については、爆発 

物•火源•爆発場所の全てについ 
て、行政側は、いまだ専門家に 
よる調査中であり特定に至って 
おらず、可能性としてならば言 
えることはあるが迂濶なことは 
言えない、としている。一応も 
っともとも思われるが、この間 
の情報収集によって、それらに 
関連するであろうこととして、 
筆者などの素人としても取り急 
ぎ言えることがある•と思えるの 
で、まずそれを告げておきたい。

ごみから出る汚水®処理方法 
として,近年増えているのが『炉 
内噴霧処理方式Jである。この 

まず、ごみピットからスクリー 
ンを経て「ごみピット排水貯水 
槽」(「一次槽j)に入り、続いて、 
汚水の量の調整機能を持っ「ご 
み汚水調整槽J (f二次槽1)、さ 
らに「ろ液貯留槽J (『三次槽J) 
へと運ばれた後、炉内に噴霧さ 
れて焼却処理される、という形 
がとられていた(図参照)。その 
中で,二次槽及びその上部の『ご 
み汚水処理室J付近で爆発が起 
きたので'ある。
御存知の方も多いと思うが、 

ごみ及びごみ汚水には、酸欠や 
爆発の危険を伴う、あるいは、 
それ自体有害であったりする、 
メタンガス•硫化水素ガス•’いわ

りするため腰痛などの職業病…。 工場においては、ごみ汚水は、 

死亡災害発生後も運転継続 
仙台•清掃工場の爆発事故再発防止に向けて
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ゆる有機溶剤系ガス(本来、生 
ごみ等に混じって焼却されると 
いうことは許されないスプレー 
缶等による)等を発生させる脅 
威がある。当然にも、労働現場 
において、それらのガスが滞留 
する可能性が得られる場所にっ 
いては、労働安全衛生規則第261 
条に基づき、換気の設備が整え 
られていなければならないし、 
それでもなお滞留の可能性を否 
定できないとすれば、同規則第 
280条に基づき、そこで使用する 
電気機器は防爆構造になってい 
なければならない。これは現行 
法における最低基準である。

しかるに、今回の場合はどう 
であったか。強制換気が行われ 
ていたのは一次槽だけであり、 
三次槽には、一次槽とつながる 
気管と、汚水のオーバーフロー 
管があるだけ、二次槽に至って 
は、才"'•バーフロー管があるだ 
けであった。そうした中で電気 
機器が防爆構造になっていたの 
か否かであるが、これが判明し 
ていないのである。当時どんな 
作業を行っていたかにつ.いては、 
誰かが命令したというような形 

跡はなく、被災 
者もいまだ闘病 
中のため.、詳し 
くわかっていな 
いが、引火性の 
ものはなかった 
らしい。

,以上のことか 
ら、筆者が、現 
段階において今 
回の災害を理解 

しようとするならば、以下のよ 
うな仮定をするのは無理ではな 
かろう。すなわち、この工場の 
構造において、可燃性ガスの危 
険への対策としては、ごみピッ 
卜に隣り合った一次槽における 
強制換気をもって十分とされて 
いた中で、密閉構造となってい 
た二次槽において、何らかの要 
因によりガスが滞留し、それが 
何かの火により爆発した、とい 
う仮定である。
次に、災害発生後の市当局及 

び関係当局の対応の仕方につい 
て述べておかなければならない。

さる12月2日、愛媛県松山市 
松山市民会館にて愛媛労職対主 
催による無料職業病相談会が行 
われ、.松山市内や近隣の市町村 
からも相談者があった。
.松山では既にアスベスト•によ 

る肺がんなど職業病問題が発生 
している。これまで、愛媛県で

災害が発生;したら、まず被災 
者救援と二次災害防止、続いて 
原因究明と再発防止策実施が最 
優先されるべきなのは言うまで 
:もないこ,とであろう。しかし今 
回において、発生後8時間以上に 
わたり工場の運転を続行し、ま 
た、原因不明のまま運転再開を 
押し切った市当局、そうした市 
の姿勢を許している労基署、集 
中治療室に入ってまで重傷者か 
らの事情聴取を行った警察等の 
姿があるわけで、それらを見る 
ならば、彼らは、先に述べたこ 
とを最優先させるという観点に 
必ずしも立っていなかったので 
はないかと思わざるを得ないの 
である。

どうか今一度、各清掃工場に 
おいては構造の点検の実施を、 
また、清掃工場に限らず各職場 
においては万一災害が発生しfe 
場合の対所の仕方•され方につ 
いての点検の実施をお願いする 
ものである。 臞
(自治労現業局書記佐藤一夫)

は新居浜など東予地区の工場地 
帯で職業病に対する取り組みが 
一定行われて来ているが、松山 
では未だ相談会も開かれておら 
ず、今回初めての試みとして行 
われた。準備については松山に 
ある愛媛県建設労働組合や弁護 
士事務所などの協力を得て行い、

松山市で無料職業病相談会
愛媛®じん肺の相談などその後も相談続く
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相談会に臨んだ。
これまで、東予地区での相談 
会についての宣伝では新聞折込 
チラシなどで省力化と広範な宣 
伝を行う事ができたが、松山で 
は50万人の地方都市であり、宣 
伝もこれまでのように容易では 
なかった。そのため、地方紙な 
ど約8万人を対象にビラ入れを

行うとともに、. 
地区労や単fflな 
どへの個別宣伝 
も行った。また、 
今回は新聞、テ 
レビによる報道 
が事前に行われ 
職業病相談の窓 
ロを開いている。 
事が一定宣伝で 
きた。当日の相

談者には根山以外に遠く今治市 
や喜多郡など遠方からの相談者 
もあり、新聞,テレビで知って来 
たとの事であった。当日来られ 
た相談件数は7件で、決して多い 
とは言えないが、初めての試み 
としてはまず成功と考えている
相談については全国労働安全 
衛生センター連絡会議の古谷事 

務局長や紀和病院の横井医師、 
新田診繰所の大野医師ほか愛媛 
労職対スタッフで医療相談や労 
災手続などの説明などにあたっ 
た。今回の相談では7件の相談 
の内、じん肺が5件あったが、 
中でも管理3ロの管理区分を受 
けているにもかかわらず、肺気 
胸で4回も入退院を繰返しなが 
ら手続が分らないため医療費の 
自己負担に苦しんでいる患者の 
家族からの相談もあり、あいか 
わらずじん肺問題が大きい事が 
感じられた。
今後相談者にっいて_は必要に 
応じて精密検査や労災手続を行 
う事にしているが、相談会の後 
も「報道を聞いたのだが」との 
電話相談が寄せられ始めている。 
(愛媛労働災害職業病対策会議)

机上フイ^レドスタデイなど多彩に
岡山®自治労安全衛生•職業病対策集会
1990年度の自治労安全衛生- 
職業病対策集会が、岡山県岡山 
市の三木記念ホールにおいて開 
催された。毎年一度全国から、 
各県本部の労働安全衛生の担当 
者や単組の活動家を集めて行わ 
れるもので、今年は90年12月17 
日から3日間、45県本部から500 
人が参加した。ここ数年自治労 
は、給食調理員の『指曲がり症J 
の公務災害認定闘争や給食職場 
改善の取り組みを重点的に行っ 
ていることもあり、多数の女性 

組合員の参加が見られた。
集会は、中西副委員長(自治 
労労働安全対策委員会委員長) 
の「自治労として総力をあげて 
労働安全対策、職業病対策を行 
っていく。軌道に乗り出した自 
治体労働安全衛生研究会と連携 
し、さらに労安対策を充実させ 
ていきたい」というあいさつで 
始まり、地元の新谷岡山県本部 
委員長の歓迎のあいさつを受け 
た。新谷委員長は「『指曲がり 
症』が初めて取り上げられたこ 

の県で、この集会が開催された 
ことは感無量だ。一日も早く公 
務災害認定をかち取っていきた 
い」と決意を述べた。

「自治体職場の安全衛生Jと 
題する基調講演は、自治体労働 
安全衛生研究会の会長でもある 
青山英康岡山大学教授が行った。 
青山教授は、自治体職場の安全 
衛生の実態と問題点を指摘した 
あと、自治体労働安全衛生研究 
会のこれまでの活動を紹介し、 

「労働安全のたたかいとは、働 
く仲間の中から一人の被災者•も 
出さないというところから出発 
したはずだ。自治体労安研の活 
動もそこから始まった。"職場の 
中からの批判を大事にし、自治 
体労安研の活動をさらに充実さ
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$

職集摘相貌会



辦fc酌嫌7'•’ジ

せていきfeい」•と結んだ。
「労働安全衛生•職業病対策 

委員会4の顧問制度の確立につ 
いて(東京都本部)_

「指曲がり症j認定闘争の取り 
組みについて(岡山県本部)

「過労死.』に対する取り組みに 
っいて(自治労公務災害対策連 
絡会議)

の三つの職場報告を受けたあ 
と、去年度の集会から行われて 
いる机上フィールド•スタディ 
に移った。この試みは、事例報 
告をもとに、スライドやオーパ 
一 •ヘッ卞•プロジェクターを使 
って、職場の担当者等がディス 
カッションを行い、改善案を検 
••討していぐというもので、今年 
度の事例として、仙台市環境事 
業局今泉清掃工場で90年10月19 
日に発生した爆発事故(死者1名、 
重傷者4名)を取り上げた。
仙台市職員労働組合の陣内副 
委員長の事件の概要と職場の労 
働安全対策についての説明のあ 
と、井土浩氏(自治体労働安全 
衛生研究会副会長)の労働安全 
衛生法や労働基準法などからみ 
た問題点、増保自治労現業局長

の11月18・19日 
両日に行われte 
自治労•社会党 
の合同現地調査 
(五島正規団長 

ほか.4名.の国会_ 
議員、:自均穷宇,: 
部、自治労宮埤 
県本部、仙台承: 
職等で捐成)玲 
基づく原因究明

と再発防止対策の提起が出され 
た。.特に、原因の特定に至ら 
ないまま工場の操業再開を押し 
切った当局、宮城労働基準局等 
について厳しい批判がなされた。
中桐自治労顧問医師(自治体 
労働安全衛生研究会事務局長) 
が、総括的に職場の労働安全衛 
生活動の進め方を提案し、机上 
フィールドスタディを終了した。 
第2日目は、6つの分科会に分 

かれて討論が行われた。第1分 
科会一安全衛生I (健康問題)、 
第2分科会一安全衛生II (認定 
問題)、第3分科会一安全衛生 
委員会の活動、第4分科会一V 
D U労働、第5分科会ーメンタ 
ルへルス、第6分科会一「指曲 
がり症」対策
'以上6つの分科会のうち、メン

タルへルスと1指曲がり症j対策 
シ__については、:特別分科会として 
行われてい'たものを去年か::ら恒 
常的な分科会に再編したもので 
あるが、参加者も,々：増えて、 

J職.寧の組合員の関心め高さが窺 
れた::。特に対生組合員の多く 

ガはyで:れ务の分科舍泛集中し:•たく 
第3p自;は、章伴隼会奄S開し, 

:分釋舍©まと势•と助倉着の讅評 
が出された◊んゾ

「職場で安全衛生の取り組み 
を行うことに、遠慮はいらないC 
2000年に向かってゼロ災害を」 
(井上浩自治体労安研副会長)。 
_「メ ••ンタルベルス対策に当たつ 
て組合が相談者を持ち、専門的 
対応を身近におくことに配慮し 
てほしい」(角田鉄太郎大阪府 
立中宮病院)。「安全衛生は、金 
と時間がかかる。これまでの流 
した汗と涙をとりかえすときだJ 
(庄司悠一自治体労安研運営委 
員)。、『指曲がり症』一つとっ 
ても,予防•治療:職場復帰•認定 
•職場改善と、実に総合的な対応 
が必要だ。これからは、こうし 
た総合対策を心がけなければな 
らないJ (中桐自治労顧問医師) 
などの助言者からのコメントを 
受けて集会を終えた。 ■

職場総点検で安全担当者学習会
東武労組•全線6ヶ所で411名参加

東武労組では、90秋闘の中で'、 
91春闘へつなげる闘いとして「 
組織•職場総点検運動」を実施

してい•ます。この運動は私鉄総_ 
連の産業別統一闘争としての取 
り組みでもあります。
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今日、社会、経済、労働環境 
など多くの面で変動の時代であ 
り、労働者の生活にさまざまな 
影響を与えています。東武労組 
でも、たたかう伝•統をつちかつ 
てきた多くの先輩組合員がつぎ 
つぎ定年を迎え、現在青年部員 
が2千人(37歳まで)を超えるな 
ど、職場の労働者構成が大きく 
変化しています。そのため組合 
は特に組織的な問題意識をもち、 
組織問題検討委員会を設置して、 
さまざまな問題について議論を 
重ね、たたかう伝統を継承•発 
展させるため、組織をどう強化 
するか、討論•学習を行い、運 
動の前進をはかることが重要だ 
との結論としました。
また、労働者の健康破壊とり 

わけ「過労死」がここ数年大き

運動を強めていくとともに、安 
全かつ健康で働く職場づくりを 
めざし、労働諸条件の点検、改 
善運動の強化を決めました。
東武労組は、安全衛生活動の 
重要性について「闘いなくして 
安全なし、安全なくして労働な 
し」を基調に、毎年の運動方針 
で提起し、特に組織•職場総点 
検運動期間中は、集中的に安全 
衛生に関する点検活動を行って 
います。今日、合理化攻撃が厳 
しくなっている中で、職場安全 
衛生委員会の役割と任務はます 
ます重要性を高めています。
企業は、安全衛生委員会の調 
査•審議の結果、決定されたこ 
とは、職場における労働者の安 
全を確保し、いのちと健康を守 
る責務として実行しなければな 

匚

な社会問題となっています。
れは長時間、夜間労働、不規則

らないことにな 
っています。こ 
のことは、法で 
決められた基本 
的事項でありV 
日常的に監視や 
点検を怠っては 
なりません。職 
場における労働 
者の安全と衛生 
は、労働条件の 

重要な一部であり、職場の実態 
をよくっかみ、問題があれば安 

労働など日常的に余儀なくされ 
ている厳しい労働環境の歪みの 

全衛生委員会に提起し、その真 
相の追及と問題解決のため、最 

あらわれであります。組合は、
この問題でも学習会を開催する 
など重大な関心を持ち取り組ん 
でいます。過労死は「認定基準J 
に大きな問題があり、この改善 

大限の努力をする必要がありま 
す。

したがってわれわれは、安全 
衛生委員会を単に「形式化Jし 
たり、「上意下達Jの機関にし

てはならない、安全衛生委員会 
で解決のつかない問題について 
は、職場交渉の議題として取り 
上げ、要求し解決を図ることを 
基本とします。
以上のことを実施要綱としな 

がら、東武労組は、ここ数年来、 
各分会で安全衛生担当者を選出 
しながら活動を強めていますが、 
今日担当者の教育啓蒙が求めら 
れています。そのために学習会 
を実施しています。
今回は、90年12月3日から11日 

まで全線6ヶ所で開かれ、のべ 
411人が参加しました。学習会 

の講師は全て全国労働安全衛生 
センター連絡会議の古谷杉郎事 
務局長でした。テーマは「職場 
における安全衛生担当者の任務 
と役割」と題しての講演を受け 
ました。この中で、古谷さんの、 
職場の点検項目、災害発生時の 
対応、労災認定の仕組み、等具 
体例をまじえた講演は好評を博 
しました。最後の会場となった 
組合本部会議室では、,96人の参 
加を得、古谷さんから「労働者 
が職場の安全衛生の改善要求を 
するのは、決して法律に基準や 
規制があるからではありません。 
法律準拠型の取り組みでなく、 
権利を確立する自主的運動とし 
て考えることが重要ですjと組 
合の運動としていくことの必要 
性が強調されました。古谷さん 
には今回ののべ6日間の行程で 
はたいへん御苦労をおかけしま 
した。ありがとうございました。 
(東武交通労組調査部長

鬼頭郁雄)
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スタッフの安全衛生講座
熊本®全国センター学校の体験も活かし
12月8～9日、熊本安全センタ 
一主催で「労働安全衛生講座」 
を実施しました。当初、センタ 
一加盟の労働組合にも積極的に 
参加を促す予定でしたが、まず 
は、安全センター及び秋津レー 
クタウンクリニックにかかわる 
各スタッフが安全衛生にっいて 
の専門的知識を持つべきだと、 
各人が講座科目を担当し、リハ 
ーサル的な講座を実施すること 
になりました。といっても、開 
催の案内が若干流れていたため、 
様々な労組より問い合わせもあ 
り、身内間での開催…といくぶ 
ん、楽観気味でいた事務局を背 
に、当日は、企画不十分なまま 
に約35名の参加者のもとで講座 
開始となりました。
講座の内容としては、衛生管 
理者資格取得のテキストを基本 
的に利用し、実際、労働基準協 
会が衛生管理者資格取得試験の 
ために、毎年定期的に実施して 
いる請座方法をそのまま取り入 
れたものでした。講師陣が、講 
義ベテランの方から今回初デビ 
ューの方まで様々であり、スタ 
ッフの専門知識の修得という当 
初の目的も、担当科目で精一杯 
といった感もなきにしもあらず 
でしたが、従来よくある話す人 
一聞く人の関係のみで'終っただ 
けでもなく、かえっていい機会

であったかもしれません。

パジャマの上に作業着をはお 
った労働者が、朝の職場でみん 
なの前に立っている。砟日、頭 
を負傷する労災に遭い、救急車 
で病院にかつぎ込まれたAさん 
だ。職制が、休業するほどのも 
のではなかったことを証明した 
つもりになっている。が、事実 
はやはり伝わってゆくものだ。 
「Aさんを診た医者は、『1週 
間は入院して安静にしておいfe 
方がいいだろう。』と言ったそ 
うだ。それを病院から無理に連 
れてきたんだJ。案の上次の日 
から彼は会社を休んだ。大手自 
動車会社のある工場での出来事。

この,会社の別の工場で、4年 
前に瀕死の重傷を負ったBさん 
センターや、全造船関東地協神。 
奈川地域分会などの支援で、昨 
年の初复、ある程度の補償を勝 
ち取ることが出来た。Bさんの 
事故は、クレーンストッパーの 
不良により、25kgもあるホイス 
トフックが頭上7メートルから 
落下、頭を直撃するという、あ 
まりにもお粗末な設備不良によ

11月末に全国安全センター主 
催の労働安全衛生学校に参加し 
これから本格的に講座を開催す 
し、次回の企画にはぜひ活かし 
た/いものです。 臛
(熊本県労働安全衛生センター)

るものだった。ところがこれに 
類似する事故が、別の工場でま 
fe起きたのだ。幸い、直撃では 
なかったため、「軽微」(少な 
くとも記録上は)なケガで済ん 
だようだが、文字通り一歩間違 
えれば、Bさん同様の重大災害 
になっていたはずだ。

この会社に限らないが、生産 
第一=安全無視の体制が変わっ 
ていない。たとえ人が死ぬよう 
な事故が起こり、ようやく補償 
交渉までやっても、'そのズサン 
な安全管理体制を改めようとし 
ていない。

まだまだわれわれは非力であ 
る。上述したような実態の職場 
に対して、一体センターに何が 
できるのか？センターの「根Jの 
深さと.でも言おうか。センター 
の『根』をもっと広い地域、職場 
に広げなくてはと思う。こうい 
う時代だからこそ、より一層、 
われわれは考えてゆかなければ 
ならないだろう。 国
(神奈川労災職業病センター

川本浩之)

自動車工場での労災もみ消し
神奈川®地域センターの根をもっと深く
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【データ】労災保険給付種類別受給者数の推移
(単位:人)

資料出所：労働省労働基準局「労災保険事業月報」

年度 新規療養者数 障害(補償)一
時金受給者数

遺族(補償)一 
時金受給者数

葬祭料•葬祭
給付受給者数

年金受給者数
合 計 傷病(補償)年金 關 聽計 じん肺 せき損 その他

47 85,759 2,276 1,245 1,248 —
50 628,693 49,074 4,585 4,412 19
55 554,255 63,839 5,116 5,010 601
60 873,547 75,416 6,161 6,039 3,496 3,375 2,372 965 38 121 -
65 1,340,702 73,028 6,548 5,880 8,185 6.970 4,469 2,128 373 1,215 -
70 1,650,164 74,270 1,507 5,898 54,865 9.331 5,275 3,064 992 20,390 25,144
75 1,099,056 53,387 1,310 4,563 102,451 12,383 6,786 6,533 2,064 41,150 48,918
80 1,098,527 52,465 753 4,238 146,754 21,607 12,487 4,696 4,424 57,276 67,871
81 1,027,477 50,567 691 4,124 154,142 22,370 13,383 4,651 -4,273 60,383 71,452
82 963,496 49,003 746 4,146 160,910 22,990 14,317 4,594 4,079 63,380 74,540
83 929,841 47,405 638 3,893 167,009 23,589 15,147 4,510 3,932 66,134 77,286
84 921,400 48,011 698 3,839 .172,986 23,909 15,782 4,436 3,691 68,981 80,096
85 901,855 46,648 735 3,903 177,933 23,927 16,006 4,380 3,541 71,609 82,397
86 859,220 46,170 699 3,609 182,545 23,494 15,927 4,255 3,312 74,344 84,707
87 846,508 44,256 704 3,570 186,558 22,910 15,734 4,110 3,066 76,785 86,863
88 832,335 43,181 773 3,789 190,528 22,343 15,499 3,988 2,856 79,284 88,90i
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全国労働安全衛生センター連絡会議
108東京都港区三田3-1-3 (ヒ''ル3階労住医連気付

TEL(03)5232-0182/FAX(03)5232-0183
北海道♦北海道医療生活協同組合札幌緑愛病院職業病相談室

004 札幌市豊平区北野1条1丁目6-30 TEL(011)883-0121/FAX(011)883-7261
東 京♦東京東部労災職業病センタ--136江東区亀戸1-33-7
東 京♦三多摩労災職業病センター185国分寺市南町2-6-7丸山会館2-5 
神奈川♦社団法人神奈川労災職業病センター

TEL(03) 683-9765/FAX(03) 683-9766

TEL(0423)24-1024/FAX(0423)24-1024

230横浜市鶴見区豊岡町20-9サ：/コ-扩豊岡505
新 潟♦財団法人新潟県安全衛生センター

951新潟市古町通4番町643古町ツインタ7-Aイツ2F 
京 都♦労災福祉センター

601京都市南区西九条島町3

TEL(045)573-4289/FAX(045)575-1948

TEL(025)228-2127/FAX(025)222-3738

TEL(075)691-9981/FAX(075)672-6467
大 阪♦関西労働者安全センター

550大阪市西区新町2-19-20西長堀ビル4階 
兵 庫♦尼崎労働者安全衛生センター

660尼崎市長洲本通1-16-7阪神医療生協気付兵庫♦関西労災職業病研究会660尼崎市長洲本通1-16-7医療生協長洲支部 
広 島♦広島県労働安全衛生センター

732広島市南区稲荷町5-4前田ビル愛媛♦愛媛労災職業病対策会議'792新居浜市新田町1-9-9医療生協気付 
高 知♦財団法人高知県労働安全衛生センター

780高知市薊野イワ井田1275-1 熊 本♦熊本県労働安全衛生センター
862熊本市九品寺1-17-9労働会館内 

大 分♦社団法人大分県勤労者安全衛生センター
870大分市春町1-3労働福祉会館内 

宮崎♦旧松尾鉱山被害者の会
883日向市財光寺283-211長江団地1-14

TEL(06) 538-0148/FAX(06) 541-2712
TEL(06) 488-3855/FAX(06) 488-8247
TEL(06) 488-3855/FAX(06) 488-8247
TEL(082)264-4110
TEL(0897)34-0207/FAX(0897)37-1467
TEL(0888)45-3953/FAX(0888)45-3928
TEL(0S6)364-6128/FAX(096)364-7243
TEL(0975)37-7991/FAX(0975)38-1669
TEL(0982)53-9400/FAX(0982)53-3404自治体•自治体労働安全衛生研究会

102千代田区六番町1自治労会館3階TEL(03) 239-9470/FAX(03) 230-1386 
(オブザーバー)

山ロ♦山口県安全センター
754吉敷郡小郡町明治東小郡労働会館内TEL(08397)2-3373


